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　2016年4月14日と16日に熊本地方を震源とする震度7の
地震が発生した。1 2016年熊本地震の発災初動時における市
職員のLINEの活用が契機となって、2017年4月12日に熊本
市とLINE株式会社は「情報活用に関する連携協定」を締結
した。熊本市は政策局危機管理防災総室を中心に防災初動対
応における情報ツールの利活用について検討を重ね、震災の
翌年および翌々年の震災対処実動訓練では積極的にLINEを
利用して、情報ツールの利用効果を定量的、定性的に測定し
た。

　本報告書は、2017年4月14日、16日および2018年4月
15日に熊本市が実施した震災対処実動訓練時のLINEのロ
グ、市の実施した震災後のヒアリング、実動訓練の検証デー
タ、熊本市地域防災計画などドキュメント類の調査に基づ
いて、LINE株式会社がとりまとめたものである。本報告書
は、自治体防災の初動対応における情報共有システムの特質
を明らかにし、熊本市の今後の自治体防災に用いるととも
に、LINEの利用に関心を持つ他の自治体の参考に資するこ
とを目的としている。本報告書の構成は以下の通りである。

Section1　はじめに：本報告書作成の経緯と総括（本節）
Section2    2017年度震災対処実動訓練における市職員の安

否確認・参集
Section3　2018年度震災対処実動訓練における中央区の避

難所の開設・運営
Section4　2018年度震災対処実動訓練における情報ツール

に関するアンケート調査
Section5　防災情報の利用と組織の課題
Section6　関連資料

震災対処実動訓練の概要
　熊本市は、2016年熊本地震の経験を踏まえ、大規模災
害時の対応に向けた職員の意識向上と連絡体制の強化、市
民・地域・行政の災害対応力の向上を図ることを目的として
2017年度および2018年度震災対処実動訓練を実施した。

2017年度震災対処実動訓練

実施日時

第1回2017年4月14日（金）6時00分～8時30分 
第2回2017年4月16日（日）9時00分～12時00分

訓練想定

　4月14日午前6時00分、熊本地方を震源とする震度6弱
（M6.5）の大規模地震が発生したため市は4号配備態勢をと
り災害対策本部を設置する。4月16日午前9時00分になって
熊本地方を震源とする震度6強（M7.3）の大規模地震が発生
した。津波の恐れはなし。市全域で、家屋の倒壊やライフラ
イン等に甚大な被害を受けたため、市は指定緊急避難場所を
開設し、運営を開始する。

2018年度震災対処実動訓練

実施日時

2018年4月15日（日）9時00分～12時00分 

訓練想定

　 同 日 午 前 9 時 0 0 分 、 熊 本 地 方 を 震 源 と す る 震 度 6 強
（M7.3) の大規模地震、ただし津波の恐れはない。市は4号
配備態勢を敷き、災害対策本部を設置。市全域で家屋の倒壊
やライフライン等に甚大な被害を受けたため、市は指定避難
所を開設して運営を開始する。

訓練内容
　本報告書に関連した実動訓練の内容は以下の通りである。

①	職員安否確認訓練：各局、課で迅速性や正確性に有効性
のあるLINEを可能な限り利用し、事前に緊急連絡網を整
備して（ⅰ）安否確認および（ⅱ）参集報告訓練を実施す
る。（職員安否確認訓練の各局主管課⇔各局⇔各課の連
絡：2017年度および2018年度） 

②	避難所開設・運営訓練：所定の避難所に地域（校区自治
会）施設管理者および避難所担当職員が参集し、避難所
を開設・運営する態勢を整備する訓練を実施する。また
物資供給計画に基づき、物資供給班ならびに災害協定締
結先による各避難所への支援物資の配送訓練を実施す
る。（2017年度および2018年度） 

※ 熊本市中央区における避難所開設・運営訓練では、区対
策本部と避難所間の情報伝達訓練にLINEグループを利
用して交信記録を収集する。（区対策本部⇔避難所の連
絡：2018年度）なお実動訓練では（ⅰ）安否確認、（ⅱ）
参集報告訓練、（ⅲ）避難所開設・運営訓練が連続的に実
施できるよう留意した。（2017年度および2018年度） 

Section1

はじめに： 
本報告書作成の 
経緯と総括

1.気象庁はこの地震を平成28年（2016年）熊本地震と表記している。本報告書では期日の表記をすべて西暦で統一した。
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本報告書の総括

　現在の日本は、今後30年程度の地震活発期にあると予想
されるため、震災の予想される自治体では、平時から防災時
への組織編制の迅速な切り替えを前提として、市職員の防災
意識の向上を促し、毎年の実動訓練を通じてPDCAを回しな
がら組織編制を改善し職員の練度を向上させなければならな
い。

　本報告書では、2018年度震災対処実動訓練における中央
区の情報収集・伝達訓練を、LINEグループの記録2をもとに
分析している。このなかで、（1）担当職員の避難所到着報
告、（2）避難所の施設の安全確認、（3）避難所開設の報
告、（4）避難者数の報告の4つの基本項目を検証すると、
情報収集・伝達訓練を実施した中央区の44カ所すべての避
難所が4項目の業務行程を報告していることがわかった。複
数の避難所間のクロスの情報伝達が1メッセージで済むの
は、全避難所を入れた同一LINEグループの利点となってい
る。LINEのログに基づいた記録分析は第3節で記述した。

　これとは別に、職員の安否確認と参集報告の仕組みにつ
いても、LINEを利用した緊急連絡網が有効に機能したと判
断できる。2018年の震災対処実動訓練の後に実施した各対
策部宛のアンケート調査では、「LINEなどSNSが活用された
結果、安否確認がより円滑にできた。課などで新たにLINE
などSNSの連絡体制を構築することができた」との回答があ
った。2017年度と2018年度の職員安否確認訓練を比較する
と、市職員のLINEなどSNSの利用率は25％から62％に増え
ている。なお、2018年度の訓練ではLINEの利用率は約40%
となっており、これは使用ツールとして最多であった。同報
性・記録性による情報共有の迅速化や伝言ミスの防止などの
観点からLINEグループの有効性に対する認識が高まってい
るように見える。2017年度および2018年度の職員安否確認
訓練および連絡・命令の発出と報告・とりまとめの経路を区
別する熊本市のLINEグループの構成については、第2節で記
述した。

　2018年度の避難所開設・運営訓練では、中央区LINEグル
ープの参加者125名を同一グループとした。この数は通常の
LINEグループとしてはかなり多い。グループの参加者の適
正な数は、同報性の持つ迅速さの効果と、多数の参加者のト
ーク発信によってトークルーム3内の時系列の情報の流れの
なかに重要な情報が埋もれてしまうリスクとのトレード・オ
フになる。今回の中央区LINEグループの構成は、同一グル
ープにより一括して指示命令できる迅速性の効果を検証する
必要があるとの考えから、政策局危機管理防災総室と中央区
対策部が協議して決めたものである。

　2018年4月15日の訓練では、あらかじめ中央区対策部と
危機管理防災総室の設定したシナリオに沿って状況が進展し
た。このなかで9時24分に中央区対策部が各避難所に発出し
た「安全点検にて異常なしの施設は、対策部への開設伺い必
要なし、受入れ準備が整い次第、順次開設せよ。開設時はそ
の旨を速やかに報告せよ」との想定変更については、その後

も複数の避難所から個別の開設許可の申請があったことか
ら、情報の授受に何らかの障害があったと推測できる。避難
所での参与観察によれば、避難所運営が忙しくなるにつれ
て、担当職員のLINEグループを確認する余裕もなくなった
ように見える。また同一グループで行き交うメッセージも増
えたために、対策部の指示を見逃すリスクも高くなった。人
数の多いグループトークに対処するためには、携帯やLINE
通話を使った直接の指示や、LINEトークのメンション機能
の利用、通信を専門に担当するオペレーターを避難所でも指
定するやり方が有効だと考えられる。LINEグループのトー
クは発信者名と時間の付いたログを残すので、このような記
録分析によって課題の洗い出しや行動履歴の追跡などの検証
を行うことができる。9時24分の想定変更を含む中央区LINE
グループのログおよび避難所での参与観察については、本報
告書の第3節で詳述した。

　比較実験のために避難所と区対策部の通信をLINEの同一
グループに限定した中央区では、他の区と比較して、情報
伝達がより円滑ではない、との結果を示した。中央区におい
て、情報伝達が円滑でない理由として、84.0%の人が情報過
多を指摘している。避難所の運営では状況が継続的に変化す
るために、LINEグループに多数のトークがあると重要な指
示が埋没してしまう。重要なメッセージが埋没するという不
備は、LINEのようなチャット型のアプリケーションに共通
している。このチャット型アプリケーションの問題を補うた
めに、LINEの通信システムは、（1）グループ全員で継続的
に共有すべき情報をトークの流れとは別に書きとめるノート
機能、（2）グループごとに画像情報を区分けするアルバム
機能、（3）記録の確認ができるログ機能、（4）グループ
の全メッセージをテキスト・ファイルとして一括保存する保
存機能、（5）時系列を遡ってトークで引用した元のメッセ
ージを表示するリプライ機能、（6）メッセージがスレッド
に埋没するのを避けるために特定のメッセージをグループの
先頭に継続的に掲示するアナウンス機能、などを備えてい
る。組織の指示命令に適合した階層的なLINEグループの構
成に、標準決定手続きを下位階層に委譲する仕組みを組み合
わせ、さらに通信システムの諸機能を活用することによっ
て、チャット型アプリケーションの不備についても一定の改
善を図ることができると考えることができる。アンケート調
査に基づいたLINE利用の定量的な分析は、第4節で取り上げ
た。

　LINEを用いた情報伝達では、LINEグループの構成方法が
鍵となる。第2節で示した階層的なLINEグループの運用は、
上位グループの構成員が各自の分掌する下位グループのメ
ンバーを兼ねるというLINEのグループ機能を用いた情報伝
達の事例を示している。理論的にはこのカスケード接続の原
則によって、市の全職員をカバーするLINEグループを用い
た情報の伝達経路を作ることができる。ログの投稿者の時系
列分析が示すように、中央区対策部と避難所担当職員は、区
LINEグループを使って遅滞なく情報を共有しており、対策
部と避難所はLINEグループのトークルームのなかで状況を
ほぼ適切に把握していたものと判断できる。問題は、この情
報が中央区対策部から3階の危機管理防災総室にMCA無線で

2.LINEグループには、任意の期間のトークルーム内の履歴をテキスト・ファイルで保存する機能がある。このテキスト・ファイルをログとして記録分析に
用いた。記録分析では、このログを避難所ごとの時系列に再構成して用いた。詳細については第3節を参照。
3.トークルームとは、LINE上で、友だちどうし及びグループに参加した人どうしで、メッセージや画像などを送受信する場のこと。
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連絡されたにもかかわらず、リアルタイムでは3階から5階
の情報調整室調整班に伝達されなかったように見えることで
ある。熊本市の防災体制における指揮命令系統と課題につい
ては、第5節で検討した。

　2016年熊本地震では、市職員の情報通信の機材として個
人保有のスマートフォンが重要な役割を果たした。これは
LINEが普段使いのアプリケーションになっていて、職員が
プライベートなLINEグループを組んでおり、発災時の情報
伝達にも自然にLINEグループを使ったからである。この事
例はデバイスの操作の習熟という観点から、自治体がBYOD 
（Bring Your Own Device：職員が個人保有の携帯用機器を
職場に持ち込み業務に使用すること。私的デバイスの活用）
を真剣に検討すべきことを示している。職員がプライベート
な機器を通じて行政情報を扱うことには、法律的な検討課題
が残るものの、普段使いの情報ツールやデバイスを災害時に
活用することで職員の円滑な情報共有が期待できる。新しい
情報機材の利活用と運用の改善のためには、実動訓練などを
契機とした継続的な効果の検証が重要になっている。

2016年熊本地震とLINE株式会社の
活動

　4月14日と4月16日に続けて震度7（気象庁震度階級で最
大）を観測した2016年熊本地震は、速報値ベースで死者
266名、負傷者2,734名、家屋の被害197,537棟、罹災証明
の発行件数213,074件を数え、東日本大震災に続く激甚災害
となった。4 

　総務省の調査によれば、熊本地震の発災当初、情報収集
の手段として携帯電話、地上波放送についでLINEの利用が
多かった。LINEの特徴として安定性や迅速性についての評
価が高く、FacebookやTwitterでは情報の希少性(他のメデ
ィアでは得られない情報の取得)の評価が高かった。5  総務
省による13歳から69歳の男女1500人を対象とした全国調
査([図1-1])によれば、2016年の時点でスマートフォンの利
用率は71%となっている。6 スマートフォンの利用者のうち
67%の人がLINEを利用していた。7 熊本市の人口8 は約73万
人（2016年4月現在）、そのうち15歳以上65歳未満の人口
は約45万人である。この人口層にスマートフォンの利用率
71%を当てはめれば、市内で約32万人がスマートフォンを
利用し、そのうち約21.4万人 (67%)がLINEを使っていたこ
とになる。9 なおTwitterの利用率は同調査で27.5%（約8.8
万人）となっていた。

　LINE株式会社は熊本地震に際して、4月14日に固定・
携帯電話回線向けの電話サービス「LINE Out」を無料（1

通話あたり10分間)で提供した。またLINEスタンプ「熊本
地震 被災地支援」(1個120円)を販売して、スタンプの売
上64,277,569円を国の復興窓口に寄付している。11 

本報告書の作成について
　本報告書の作成にあたって、LINE株式会社は熊本市政策
局危機管理防災総室との研究会合を主催し、約1年間にわた
って共同研究を実施した。自治体防災に関する高度な知識と
貴重な体験をご提供戴いた熊本市政策局の職員各位と、本調
査研究を提唱された大西一史市長に御礼申し上げたい。なお
本報告書の文責はLINE株式会社に属するものである。

4.熊本県(2018)「熊本地震等にかかる被害状況について【第277報】」,http://www.pref.kumamoto.jp/common/UploadFileOutput.ashx?c_
id=3&id=15459&sub_id=261&flid=157227　この地震の詳細は総務省の『熊本地震における情報通信の在り方に関する調査結果(概要)』にまとめられて
いる。
5.総務省(2017)「熊本地震における情報通信の在り方に関する調査結果(概要)」,p.2,< http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsush-
in02_02000108.html>
6.総務省(2017)「平成28年 情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」,p18-19 ,< http://www.soumu.go.jp/main_content/000492876.pdf>
7.総務省『平成28年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査』、18～19頁。http://www.soumu.go.jp/main_content/000492876.pdf
8.熊本市『統計情報室』。http://tokei.city.kumamoto.jp/content/ASP/default.asp
9.熊本県『平成28年熊本県の人口と世帯数（年報）』、1～2頁。http://www.pref.kumamoto.jp/kiji_17897.html
10.総務省『平成29年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査』、68頁。 http://www.soumu.go.jp/main_content/000564530.pdf
11.このほか「SMILE熊本支援くまモン」の販売とLINEポイントやLINE Payを通じた寄付などの取り組みを行った。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

6つのいずれか利用 LINE Facebook
Twitter mixi Mobage GREE

2012 
（N=1500)

41.4%
20.3%

16.6%
15.7%
16.8%

12.9%
11.8%

2013 
（N=1500)

53.0%
44.0%

26.1%
17.5%

12.3%
11.4%

10.0%

（N=1500)
2014 

62.3%
55.1%

28.1%
21.9%

8.1%
8.6%

6.9%

（N=1500)
2015 

66.5%
60.6%

32.5%
26.5%

6.9%
6.9%

4.9%

71.2%
67.0%

32.3%
27.5%

（N=1500)
2016 

6.8%
5.6%

3.5%

代表的SNSの利用率の推移（全体）
[図1-1] 代表的SNSの利用率の推移10
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　熊本市は2016年熊本地震の翌年、2017年4月14日の震災
対処実動訓練で、職員の安否確認と参集報告にスマートフォ
ンを導入し、職員による緊急時のLINEの利活用について評
価した。これはLINE株式会社が把握している範囲では、自
治体がBYOD（Bring Your Own Device：職員が個人保有の
携帯用機器を職場に持ち込み業務に使用すること）を組織
的に用いて総合防災訓練を実施した初めての事例になって
いる。以下では2017年度の熊本市震災対処実動訓練を事例
として、職員の安否確認・参集訓練におけるLINEの利用に
ついて検討したい。なお、2017年度との比較のために2018
年度の安否確認・参集訓練についても本節で記述する。12  

実施日時

第1回　2017年4月14日（金）　午前6時00分～8時30分 
第2回　2017年4月16日（日）　午前9時00分～12時00分

訓練想定

　4月14日午前6時00分、熊本地方を震源とする震度6弱
（M6.5）の大規模地震が発生したため市は4号配備（全職員
参集）態勢をとり災害対策本部を設置する。4月16日午前9
時00分になって熊本地方を震源とする震度6強（M7.3）の
大規模地震が発生した。津波の恐れはなし。市全域で、家屋
の倒壊やライフライン等に甚大な被害を受けたため、市は指
定緊急避難場所を開設し、運営を開始する。[表2-1]

職員安否確認訓練とLINEの利用に
ついて

　震災対処実動訓練における安否確認訓練の目的は、災害時
の連絡の確保と手段について各部局・区ごとに把握し、情報
ツールの特質を検証することである。2016年熊本地震では
電話に障害のあったことから、職員の連絡には複数手段を確
保すべきとの認識が市側にあった。このため新たにLINEを
利用した職員の安否確認を試行するとともに、状況に応じて
メールまたは電話によって安否確認を行うこととした。

実施日 訓練項目 参加者 場所 訓練内容

4/14

職員安否確認訓練 ・全職員

消防局・病
院局は除く

---
局（区）対策部ごとに職員の安否確
認をおこなう。

職員参集訓練
・管理職員
・状況集計担当者

情報調整室
各対策部

訓練参加対象職員は、予め定められ
た対策部等へ参集する。

災害対策本部会議
・市長、副市長、管理監
・各局（区）長

5階指揮室
区役所

訓練に関する報告。

4/16

参集訓練

・避難所施設管理者（モデル校区）
・避難所担当職員
・地域団体（モデル校区）
・各区対策部要員
・災対本部会議要員（局・区長）
・情報調整室調整班員（各主管課長）
・物資供給班※

各避難所

区対策部
5階指揮室
情報調整室

担当職員は、予め定められた避難
所、対策部等へ参集する。

避難所開設・運営訓練
・避難所施設管理者（モデル校区）
・避難所担当職員
・地域団体（モデル校区）

各避難所
避難所運営委員会による避難所開
設・運営訓練を実施する。

情報収集・伝達訓練
・避難所担当職員
・各区対策部要員
・物資供給班

各避難所
区対策部
情報調整室

各避難所は、避難所状況等を各区対
策部へ報告。区対策部は、情報を集
約し情報調整室へ伝達する。

物資供給訓練
・物資供給班
・関係機関（コカ・コーラウエスト・
佐川急便・熊本県トラック協会）

避難所（モデル
校区）

「物資供給計画（案）」に基づき各
避難所から要請された救援物資の配
送を実施する。

避難訓練
・JR九州
・消防局

西熊本駅
力合小学校

地震により緊急停車した列車の乗客
が避難所へ避難する。

[表2-1] 訓練項目・参加者・場所

12.2018年度の避難所運営訓練については次節で記述している。

Section2

2017年度震災対処実動訓
練における市職員の安否
確認・参集
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　職員安否確認訓練は、全職員を対象にして[図2-1]の組
織体制で実施した。熊本市役所の災害時の体制は、15の各
局対策部（①政策局対策部、②総務局対策部、③財政局対
策部、④市民局対策部、⑤健康福祉局対策部、⑥環境局対
策部、⑦経済観光局対策部、⑧農水局対策部、⑨都市建設
局対策部、⑩応援対策部、⑪教育委員会対策部、⑫消防局
対策部、⑬上下水道局対策部、⑭病院局対策部、⑮交通局
対策部）と、5の各区対策部（①中央区対策部、②東区対策
部、③西区対策部、④南区対策部、⑤北区対策部）から編制
されている。

LINEグループの構成：連絡／命令
と報告／とりまとめ

　LINEを用いた情報伝達では、LINEグループの構成方法が
鍵となる。熊本市では、以下のルールに基づいて階層化した
LINEグループを各局・区ごとに設定した。熊本市のグルー
プ構成では、（ア）連絡／命令の発出の経路と（イ）報告／
とりまとめの経路を区別している。

（ア）連絡／命令の経路について

　連絡／命令を発出するLINEグループの構成方法は原則と
して3階層になっている。もっとも上位にあるのは各局主管
課LINEグループで、熊本市の各部局の連絡ハブとなる連絡
調整員が参加している。連絡調整員は、全局・区に対する連
絡事項をこのグループで共有して、所属の部局に伝達する。
この各局主管課LINEグループの構成メンバーは、危機管理
防災総室職員および各部局連絡調整員（構成員：24名）で
ある。次に、各局・区LINEグループは、局・区内で情報共
有をするためのグループで、構成メンバーは各部局連絡調整
員と各課管理職である。最後に、各課LINEグループは、各
課内で情報共有するためのグループで、構成メンバーは各課
職員である。この構成は実動訓練の反省を活かしながら引き
続き職務に用いている。

　命令の発出の起点となるのは、各局主管課LINEグルー
プで、このグループを構成する各部局連絡調整員は、基
本的に各局対策部に配置されている。これに対して局長

は庁舎5階の災害対策指揮室のメンバーとなっている。こ
の階層的なLINEグループの構造は、上位グループの構成
員が各自の分掌する下位グループのメンバーを兼ねるこ
とによって、LINEのグループ機能を用いた[図2-2]のよう
な情報伝達のカスケード接続を構成している。13理論的に
はこの原則によって、LINEグループを用いて市の全職員
をカバーする指揮命令の伝達経路を作ることができる。 

（イ）報告／とりまとめについて

　報告／とりまとめでは、各局の担当者が所轄各課のLINE
グループの報告を集計して総務局対策部に報告する。具体的
な手順としては、各局の担当者が、庁舎のイントラネット上
に指定された報告用フォルダに安否確認・参集状況を記入
したExcelファイルをアップロードする。この報告用フォル
ダは、対策本部と各局の共有で、5階の災害対策指揮室およ
び情報調整室、3階の危機管理防災総室からPCやタブレット
を用いて可読になっている。このように総務局の報告／とり
まとめ作業は、庁内のサーバ・LANシステムと連動してる。 
[図2-3]

　なお、熊本市の災害対策本部会議は、市長を本部長、副
市長を副本部長とし、危機管理監、政策局長、総務局長、
財政局長、市民局長、健康福祉局長、環境局長、経済観光
局長、農水局長、都市建設局長、議会事務局長、教育長、消
防局長、交通事業管理者、上下水道事業管理者、病院事業管
理者、中央区長、東区長、西区長、南区長、北区長を本部員
としている。部局・区毎に構成するLINEグループは、①政
策局対策部、②総務局対策部、③財政局対策部、④市民局対
策部、⑤健康福祉局対策部、⑥環境局対策部、⑦経済観光局
対策部、⑧農水局対策部、⑨都市建設局対策部、⑩応援対
策部、⑪教育委員会対策部、⑫消防局対策部、⑬上下水道
局対策部、⑭病院局対策部、⑮交通局対策部の15局、およ
び、①中央区対策部、②東区対策部、③西区対策部、④南区
対策部、⑤北区対策部の5区の合計20グループである。

連絡イメージ図

各局主管課
LINEグループ

各局LINE
グループ

各課LINE
グループ

政策局

各課

各課

危機管理防災総室職員

各課 各課 各課 各課

政策局連絡調整員

各課管理職

政策局連絡調整員

管理職

職員

総務局 財務局 （各局）

（各課）

総務局連絡調整員

財務局連絡調整員

各局対策部 各局対策部 各部対策部 各部対策部

熊本市災害対策本部長（市長）

情報調整室
危機管理防災総室長

情報班調整班
総務班

広報班

危機管理室
（総務班の一部） 災害対策本部会議

連絡イメージ図

各局主管課
LINEグループ

各局LINE
グループ

各課LINE
グループ

政策局

各課

各課

危機管理防災総室職員

各課 各課 各課 各課

政策局連絡調整員

各課管理職

政策局連絡調整員

管理職

職員

総務局 財務局 （各局）

（各課）

総務局連絡調整員

財務局連絡調整員

各局対策部 各局対策部 各部対策部 各部対策部

熊本市災害対策本部長（市長）

情報調整室
危機管理防災総室長

情報班調整班
総務班

広報班

危機管理室
（総務班の一部） 災害対策本部会議

[図2-1] 組織体制

[図2-2] 連絡イメージ図

　　

　　

13.このルールはスイッチング・ハブを使ったインターネットのLANのカスケード接続と同じ原理になっている。
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[図2-3] 報告イメージ図

職員安否確認の連絡プロセスにつ
いて

　このグループ構成を用いた2017年度熊本市震災対処実動
訓練における連絡プロセスを時系列でまとめれば次の通りで
ある。

（1）午前6:00の防災訓練開始と同時に、危機管理防災総室
の指示により各局主管課LINEグループを通じて連絡調
整員は想定の開始と職員の安否確認および職員参集の
指示を発出した。[図2-4]

（2）連絡調整員から各課長に対して、各部局のLINEグルー
プトークで職員の安否確認および管理職の参集状況の
報告を指示した。各課課長はLINEや電話、メール等で
安否確認を実施し、このLINEグループ上で安否確認終
了の報告と職場到着について報告した。[図2-5]

（3）各局は所轄各課LINEグループの報告をとりまとめて、
イントラネット上の共有フォルダに安否確認・参集状
況を記載したExcelファイルを投稿して総務局に報告し
た。

（4）総務局はとりまとめたExcelファイルを災害対策本部宛
に作成し、各対策部長はファイル共有機能を用いて、
各対策部の職員の参集状況を把握して本部長（市長）
に報告した。[図2-6]

職員安否確認訓練の結果
　安否確認訓練では熊本市職員8,723人（2017年現在）
について、7時00分、7時50分、8時30分の3回の集計を
実施した。発災想定から1時間後の7時の時点では7,605人
（87.1％）の安否が確認できた。最終確認時点（8時30分）
で安否が確認された職員の合計は8,721人となり、全職員の
99.9％の安否を確認することができた。[表2-2]

職員の安否確認数

　7時00分：　7,605人（87.1 ％） 
　7時50分：　8,721人（99.9％） 
　8時30分：　8,721人（99.9％）

① 危機管理防災総室の様子 ②各局主管課LINEグループの交信

① 危機管理防災総室の様子 ②各局主管課LINEグループの交信

① 危機管理防災総室の様子 ②各局主管課LINEグループの交信

① 危機管理防災総室の様子 ②各局主管課LINEグループの交信

　

[図2-4] LINE上での職員参集の指示

[図2-5] LINE上での安否確認

[図2-6] 総務局取りまとめファイル

災害対策本部

各局LINE
グループ

各課LINE
グループ

危機管理防災総室

（各局）

（各課）

報告イメージ図

政策局

各課

各課 各課 各課 各課 各課

各課管理職

政策局連絡調整員

管理職

職員

総務局

総務局対策部

財務局

　　

[表2-2] 2017年度安否確認訓練結果
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　確認手段は次の通りである。LINE：2,016人（23.1％）、
メール：136人（1.6％）、電話：6,564人（75.3％）、そ
の他：5人（0.1％）。このように2017度の安否確認訓練で
は、電話が最も多い確認手段となった。これは教育委員会対
策部が対象とする公立学校教職員（4,093人）の約97％が電
話連絡だったことによる。教育委員会事務局は、（ア）その
人数規模が突出して多い、（イ）連絡手段が電話主体である
こと、から7時時点の安否確認人数が2,998人（73.2％）と
なり確認完了まで他の部局に比べて時間を要する結果となっ
た。これに対してLINEの利用率が高かったその他の部局対
策部では、7時時点での確認率がより高くなっている。

職員安否確認訓練の総括と課題
　LINEの利用率は、政策局、総務課、財政局、市民課など
の内部部局で高く、教育委員会、都市建設局、上下水道局で
は低かった。これは都市建設局や上下水道局が、水防業務等
で日常的に電話連絡網を運用習慣化しているためである。ま
た、教育委員会の連絡網は、市立学校の教職員を対象とす
るもので、市役所の内部部局の職員の連絡網とはやや性質を
異にしている。訓練終了後の聞き取り調査によれば、LINE

の有効性は、（ア）情報の一斉発信、（イ）グループ機能を
用いてメッセージを同報するメンバーが自由に設定できるこ
と、（ウ）テキストの共有による電話のような伝言ミスの防
止、（エ）電話の利用などスマートフォン機能との連携、な
どを挙げる例が多かった。

2017年度と2018年度の職員安否
確認訓練における比較

　熊本市は、2018年4月15日の総合防災訓練で、前年同様
の職員安否確認訓練を実施した。2018年の職員安否確認訓
練のとりまとめ結果を次頁[表2-3]に掲載した。

　全部局のLINE利用度を見ると、2017年度が23％であった
のに対して2018年度は38％になっている。またLINE以外の
通信手段について、2017年度は電話連絡が主体であった教
育委員会と上下水道局のメールの利用率が、教育委員会46
％（1,892人）、上下水道局約73％（337人）に増えてい
る。このように実動訓練を重ねることによって、組織特性に
応じたより効率的な連絡方法の模索がなされている様子が看
取できた。

[表2-2] 2017年度安否確認訓練結果

局名 人員数
①７時００分 ②７時５０分 ③８時３０分（最終） 最終

確認
時刻LINE メール 電話 その他 計 LINE メール 電話 その他 計 LINE メール 電話 その他 計

政策局対策部 
（都市政策研究所含む） 88 56 0 32 0 88 56 0 32 0 88 56 0 32 0 88 6:50

総務局対策部 187 126 12 49 0 187 126 12 49 0 187 126 12 49 0 187 6:41

財政局対策部 
（会計総室含む） 159 93 0 56 0 149 93 2 64 0 159 93 2 64 0 159 7:04

市民局対策部 89 56 0 33 0 89 56 0 33 0 89 56 0 33 0 89 6:20

健康福祉局対策部 692 470 16 206 0 692 470 16 206 0 692 470 16 206 0 692 6:53

環境局対策部 381 125 5 245 5 380 125 5 246 5 381 125 5 246 5 381 7:15

経済観光局対策部 303 168 0 131 0 299 168 0 135 0 303 168 0 135 0 303 7:02

農水局対策部 146 56 25 65 0 146 56 25 65 0 146 56 25 65 0 146 6:55

都市建設局対策部 696 235 52 409 0 696 235 52 409 0 696 235 52 409 0 696 6:56

交通局対策部 98 48 0 45 0 93 48 0 49 0 97 48 0 49 0 97 8:30

上下水道局対策部 459 42 0 415 0 457 42 0 417 0 459 42 0 417 0 459 7:24

教育委員会対策部 4,093 93 0 2905 0 2,998 116 0 3977 0 4,093 116 0 3977 0 4,093 8:01

議会事務局 28 13 9 6 0 28 13 9 6 0 28 13 9 6 0 28 6:22

監査事務局 17 16 0 1 0 17 16 0 1 0 17 16 0 1 0 17 6:14

人事委員会事務局 12 10 2 12 10 2 12 10 2 12 6:10

選挙管理委員会事務局 9 9 9 9 9 9 9 6:10

農業委員会事務局 28 6 22 28 6 22 28 6 22 28 6:24

中央区対策部 296 54 4 238 296 54 4 238 296 54 4 238 296 6:32

東区対策部 258 62 196 258 62 196 258 62 196 258 6:55

西区対策部 195 42 7 146 195 42 7 146 195 42 7 146 195 6:35

南区対策部 256 122 1 133 256 122 1 133 256 122 1 133 256 6:45

北区対策部 233 91 3 138 232 91 3 138 232 91 3 138 232 6:52

合計 8,723 1,993 134 5,473 5 7,605 2,016 136 6,564 5 8,721 2,016 136 6,564 5 8,721 
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[表2-3] 2018年度安否確認訓練結果 Section3

2018年度震災対処実動訓
練における中央区の避難
所の開設・運営

局名 人員数
１１時３０分（最終）

最終確認
時刻LINE メー

ル 電話 その他 計

政策局対策部 
（都市政策研究所含む） 94 82 1 11 0 94 9:30

総務局対策部 188 146 6 36 0 188 9:26

財政局対策部（会計総室含む） 158 139 0 19 0 158 9:22

市民局対策部 81 53 0 28 0 81 9:45

健康福祉局対策部 689 511 39 139 0 689 10:48

環境局対策部 368 165 4 196 3 368 10:14

経済観光局局対策部 331 278 0 53 0 331 10:06

農水局対策部 147 87 1 59 0 147 9:20

都市建設局対策部 743 428 26 288 0 742

中央区対策部 300 216 3 81 0 300 9:51

東区対策部 283 134 2 145 2 283 9:51

西区対策部 202 134 7 55 6 202 9:55

南区対策部 264 164 7 93 0 264 9:36

北区対策部 245 170 3 72 0 245 9:50

議会事務局 28 28 0 0 0 28 9:10

監査事務局 18 16 2 0 0 18 9:11

人事委員会事務局 12 11 0 1 0 12 9:10

選挙管理委員会事務局 9 9 0 0 0 9 9:07

農業委員会事務局 28 6 0 22 0 28 9:13

教育委員会対策部 4,111 391 1,892 1,828 0 4,111 10:40

消防局対策部 796 157 94 372 173 796 9:58

上下水道局対策部 460 102 337 21 0 460 10:27

交通局対策部 97 64 0 23 10 97 9:57

病院局対策部 390 339 1 50 0 390 10:47

合計 10,042 3,830 2,425 3,592 194 10,041
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　熊本市が2018年4月15日に実施した震災対処実動訓練
は、参加職員の総数10,041名、避難所に参集した市民約
3,000名、避難所訓練施設183カ所と、市として過去最大の
総合防災訓練になった。熊本市の中央区、東区、西区、南
区、北区は、避難所開設と運営の訓練を実施し、中央区対策
部は避難所運営の通信連絡にLINEグループを利用した。

中央区のLINEを利用した情報収
集・伝達訓練

　中央区対策部は、情報収集・伝達訓練のために、LINEグ
ループを通じて伝達する想定内容と定型連絡文を事前に作成
して避難所担当職員に配付した。14 中央区では避難所担当の
市職員3名を1組として、区内44カ所の指定避難所に割り振
った。避難所実動訓練に参加した市の避難所担当職員は合計
132名となる。

　中央区で連絡用に設定した区LINEグループの参加者の数
は、避難所担当職員と中央区対策部職員など125名になっ
た。15 一つのLINEグループの適正な人数は、チャット型コミ
ュニケーションのテキスト・メッセージの持つ同報性や迅速
性の効果と、多数の参加者のトークのなかで連絡が埋もれて
失われるリスクとのトレード・オフになる。区LINEグルー
プの125名という数は、同一グループが持つ迅速性や同報性
の効果を検証する必要があるとの考えから、政策局危機管理
防災総室と中央区対策部が協議して決めたものである。

LINEグループを用いた訓練の概要
　4月15日の実動訓練の条件設定は、（ア）固定電話と携帯
電話は不通であるがLINEは通信可能、（イ）訓練に対する
情報伝達と応答は中央区LINEグループで行う。ただし訓練
の環境がないグループや緊急時には電話を使用する、となっ
ていた。

　重要なのは区LINEグループで交信する情報伝達の内容の
設定であって、（1）担当職員の避難所到着報告、（2）避
難所の施設の安全確認、（3）避難所開設の報告、（4）避
難者数の報告、の4項目を基本情報とし、これを44カ所の全

避難所が必ず報告すべきものとした。この基本情報に加え
て、（5）避難所安全点検チェックシートの画像の送信を各
避難所の課題とした。

　さらに危機管理防災総室が事前に要請した避難所では、
以下の2種類の想定を加えて、担当職員の対応を検証するこ
とになった。避難所に付加した想定とは、（6）避難施設の
安全点検の結果、開設が不適切であることが判明した場合に
は、代替避難所の指定を区対策部に求めて、避難者を引率し
移動すること。（7）避難所運営のなかで（ⅰ）断水と（ⅱ）
要介護者の対応の必要性が判明した場合には、それぞれ仮設
トイレと福祉避難所の設置を要請して市から応援要員を受け
入れることである。以上の情報伝達の内容をフロー・チャー
トで整理すれば[図3-1]のようになる。

訓練の具体的な内容
　中央区対策部が事前に作成した想定の内容と定型連絡文に
よれば、訓練の具体的な内容は以下のようになっていた。

① 避難所参集：避難所担当職員は、9時から担当避難所に自
動参集する。ただし地域団体が参加する校区の避難所担
当職員は地域の防災訓練開始時間にあわせる。参集の手
段は被害状況を想定して各自の判断とし、交通手段には
制限を設けない。

② 対策部の設置と訓練の開始：中央区は9時に市庁舎1階
の中央区区役所に対策部を設置して、「中央区対策部設
置。避難所担当職員は、避難所へ到着次第、到着報告せ
よ。報告後速やかに安全点検を実施せよ」との一斉同報

対応の受信

訓練開始のトーク送受信

トーク受信

開設準備

避難所適格
指定の受信

不適格

付加事象

避難所到着報告

避難者数報告

訓練終了

断水と要介護者の報告

仮設トイレ、福祉避難所

代替避難所の要求

避難所の移動
引率と合流

安全点検と開設伺い

避難所開設と運営

　

[図3-1] 情報伝達のフロー・チャート

14.想定資料を「付属資料3_1_実動訓練に伴うLINEを活用した情報収集伝達訓練」「付属資料3-2 中央区LINE訓練事前想定指示」として本報告書に添付し
た。
15.132名の担当職員はスマートフォンを使用しない職員を含む。区LINEグループには職員のほかにLINE社員などのオブザーバが加わった。

Section3

2018年度震災対処実動訓
練における中央区の避難
所の開設・運営
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を区LINEグループに送信する。

③ 避難所到着の報告：担当職員は避難所の到着を区対策
部に報告する。その際の定型文は「○○避難所の△△で
す。○○避難所到着」とする。LINEの通信可能環境のな
い職員が先着した場合は、LINE通信可能な職員の到着を
待って連絡する。

④ 区対策部から災害対策本部に対する連絡：区対策部は災
害対策本部長（市長）に避難所の開設許可を確認して、
中央区の開設を指示する。中央区対策部の連絡は以下の
通りである。 

（ⅰ）中央区（市庁舎1階）⇒情報調整室（5階南側会議
室）⇒市長（管理監）（5階北側会議室）「多数の避難
者が予想されます。安全点検が済み次第避難所開設し
てよろしいか」

（ⅱ）市長（管理監）⇒情報調整室⇒中央区「安全点検が済
み次第順次開設せよ」

⑤ 安全点検結果の報告と避難所開設の要請：担当職員は各
避難所の安全点検終了後、区対策部に安全点検結果を報
告して避難所開設許可を要請する。

（ⅰ）安全点検の結果異常がない場合の定型文

　「○○避難所の△△です。安全点検を実施した結果、異常
なし。避難所開設してよろしいか。」 安全点検の結果は、
「避難所施設被害状況チェックリスト（様式2）」([図3-2])
に記入し、記入済の用紙をスマートフォンで撮ってノート
またはトークで送信する。これに対して区対策部は、個別に
「○○避難所開設せよ」と返信する。

（ⅱ）安全点検の結果に異常がある場合の定型文

　「○○避難所の△△です。安全点検を実施した結果、危険
なため建物の被害確認を要請。」これに対して区対策部は、
個別に「避難者を連れて近くの指定避難所へ移動せよ」と返
信し、近傍の避難所の運営状況を勘案して移動先を指示す
る。16 この場合も安全点検の結果を「避難所施設被害状況チ
ェックリスト（様式2）」に記入し、記入済用紙をスマート
フォンで撮ってノートまたはトークに送付する。（ⅱ）の想
定を取るよう事前に要請を受けた避難所は、熊本大学薬学部
大江体育館、熊本学園大学、熊本大学黒髪運動場・体育館、
熊本大学本荘体育館の4カ所であった。

⑥ 避難者数の報告：避難所開設後、「○○避難所の△△で
す。現在の避難者数○○○人」と避難者数を報告する。
地域住民が参加する校区は実数とし、それ以外の校区は
想定数とする。

⑦ 避難所運営の付加想定：避難所の運営のなかで、（ⅰ）断
水と（ⅱ）要介護者の対応が必要と判明した場合には、そ
れぞれ仮設トイレと福祉避難所の設置を区対策部に要請
して、市から専門の応援職員を受け入れる。（ⅰ）断水の
場合の定型文は「○○避難所の△△です。断水のため仮

設トイレ□□台の手配をお願いしたい。」（ⅰ）の想定を
受けた避難所は、熊本高校、慶徳小学校、壼川小学校の3
カ所である。（ⅱ）要介護者の場合の定型文は「○○避難
所の△△です。複数の要介護者が避難中、福祉避難所の
開設をお願いしたい。」（ⅱ）の想定を受けた避難所は、
大江小学校、砂取小学校、出水小学校の3カ所である。避
難所の連絡に対して中央区対策部は個別に要請を了解し
て情報調整室に伝達し、市の専門職員を派遣することに
なっていた。17 

訓練結果とLINEログの分析
　区LINEグループのログには44カ所の避難所と中央区対策
部のメッセージが混在している。LINEグループのメッセー
ジには送信者の名前と時間が付記されているので、これを
各避難所の時系列に振り直せば避難所毎の業務フローの実施
記録を再構成することができる。再構成したLINEのログを
14-17ページ[表3-1]に記載した。18

　この再構成したログにもとづいて、（1）担当職員の避難
所到着報告、（2）避難所の施設の安全確認、（3）避難所
開設の報告、（4）避難者数の報告の4項目の基本項目を検
証すると、中央区のすべての避難所が4項目の業務行程を区
LINEグループに報告していることが分かった。これに対し
て8カ所（18％）の避難所は、（5）避難所安全点検チェッ
クリストの画像を送付していない。

　チェックリストの取り扱いについては、区対策部のヒアリ
ングのなかで、「必須確認項目とはしていなかった。画像の
送信にアルバムを使う避難所が多くあったのは意外だった」
との回答があった。チェックリストの未送信が8カ所あった
理由は、これが必須確認項目ではなかったために、区対策部
が個別に再送信を要請しなかったためだと考えられる。

　LINEグループの仕様として、チェックリストの画像はト
ーク、ノート、アルバムという3通りの送り方がある。ノー
ト、アルバムを使っても送信の記録はトークに残るので、工

　

[図3-2] アルバムで送信したチェックリストの例

16.今回の実動訓練では事前想定のなかで移動先の避難所をあらかじめ決めていた。
17.後述のように4月15日の実動訓練では専門職員の派遣を想定として実際の派遣は行なわなかった。
18.このログでは担当職員の到着時間の早い順番に避難所を並べた。ログの再構成は、LINEトークの縦の時間の流れを避難所ごとに横に振り直す作業となる。
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[図3-2] アルバムで送信したチェックリストの例

程管理の記録チェックとしてはトークを調べればよい。スマ
ートフォンで撮影した画像の送信は、LINEの利用法として
やや習熟を要するが、トークに画像を送信して失敗したのは
藤園中学避難所の1件（09:46）だけであった。藤園中学避
難所では、28分後に避難所の別の担当者がこれに気付きノ
ートに再送信（10:14）している。

　これに対して基本項目（4）の避難者数については、区対
策本部が個別に報告を要請した例があった。熊本工業高校
(No.33)19の訓練終了の報告（10:11）に対して、中央区対
策部は、「【中央区対策部から】熊本工業高校避難所へ、避
難者数を報告せよ」（10:18）とのメッセージを送り、熊本
工業高校避難所の担当者は「熊本工業高校は避難者100名で
す」と返信（10:19）している。これに関連したヒアリング
のなかで対策部の担当者は、「到着報告、安全点検、避難所
開設、避難者数に関しては必須確認項目であるため、オペレ
ーターを2人置き、確実に確認するようにしていた。しかし
トークルーム内で探すのが大変だった」と回答している。避
難所別の行程フローのログを見ると、区対策部が各避難所に
送る指示や質問は、タイミングと内容から見てほぼ適切なも
のであったことから、対策部は区LINEグループを使って各
避難所の状況をかなり良く把握していたのではないかと推測
できる。

　再構成したログの分析から、避難所の間のクロスの情報伝
達が1メッセージで済むのは、全避難所を入れた同一LINEグ
ループの利点であったことがわかる。一例として、建物被
害のために避難所の利用のできなくなった熊本大学黒髪運動
場・体育館(No.7)の事例は次のようなものであった。熊本大
学黒髪運動場・体育館の担当者は、「安全点検を実施した結
果、危険なため建物の被害確認を要請。画像はアルバムに添
付します」とのメッセージ（09:18）を送った。これに対し
て対策部は「【中央区対策部から】学園大学および熊本大学
黒髪運動場・体育館避難所、被害確認の件了解、建築担当者
の現地派遣を本部に要請する」（09:32）、これに続いて「
【中央区対策部から】熊大体育館、黒髪体育館、大江体育
館避難所については現在周辺の避難所の状況確認中、しば
らく待機」（09:46）とのメッセージを送り、さらに「【中
央区対策部から】熊大黒髪体育館避難所、桜山中避難所が受
入れ可能、避難所を引率し桜山中避難所へ移動せよ。施設管
理者は熊大黒髪体育館避難所に待機し、後続の避難者への対
応を依頼願う、出発の際は、中央区対策部に報告すること」
（09:48）との避難所宛個別メッセージを送信した。このメ
ッセージは当然、桜山中学校にも同報されている。したがっ
て想定上は対策部、桜山中学校、熊本大学黒髪運動場・体育
館の3者間の通信を新たに設定する必要はないということに
なる。発災後、避難所間の移動を決定するときに、最初から
グループを分けた場合には、このような連携のできない可能
性がある。これに関連したヒアリングのなかで「グループの
区分けも必要だが、他の避難所の様子がわかるメリットも大
きいと感じていた」との回答があり、区対策部の担当者もこ
の点を認識していたことがわかる。今回の情報収集・伝達訓
練の運用方法は、同一LINEグループの前提なしでは実施で
きなかったとも考えられる。

熊本大学黒髪運動場・体育館のLINEメッセージ

9:08 熊本大学黒髪運動場・体育館です。到着しまし
た。

9:18 熊本大学黒髪運動場・体育館です。安全点検を
実施した結果、危険なため建物の被害確認を要
請。画像はアルバムに添付します。

9:27 【中央区対策部から】熊本大学黒髪運動場・体
育館避難所、被害確認の件了解。現在の避難者
の有無（人数）を報告せよ。

9:27 熊本大学黒髪運動場・体育館です。現在避難者
35人です。

9:32 【中央区対策部から】学園大学及び熊本大学黒
髪運動場・体育館避難所、被害確認の件了解。
建築担当者の現地派遣を本部に要請する。

9:46 【中央区対策部から】熊大体育館、黒髪体育
館、大江体育館避難所については現在周辺の避
難所の状況確認中、しばらく待機。

9:48 【中央区対策部から】熊大黒髪体育館避難所、
（桜山中）避難所が受入れ可能。

9:49 熊本大学黒髪運動場・体育館です。避難者を連
れて桜山中へ移動します。

10:42 【中央区対策部から】熊本大学黒髪運動場避難
所、（桜山中学校）避難所への移動完了時刻を
報告せよ。

10:47 熊本大学黒髪運動会・体育館です。9：55桜山
中へ移動完了しました。

　同報性と情報共有の利点は、大江小学校(No.17)のメッセ
ージ「福祉避難所担当者は実際にこちらに来るのでしょう
か？」（10:18）に対して、対策部が送ったメッセージ、 
「【中央区対策部から】各福祉避難所へ、訓練想定のため
実際には担当者は来ません」（10:19）にも見ることができ
る。大江小学校は、福祉避難所開設の要請を受けており、区
対策部は「【中央区対策部から】砂取小、大江小学校、出水
小避難所へ、本部へ福祉避難所の開設を要請済み、本部から
担当者を派遣するとのこと」（10:05）を送っていたが、訓
練終了前に実際に専門職員が来るのかどうかを訊ねたのは大
江小学校だけだった。これに対して上記のメッセージは、区
対策部が福祉避難所開設の要請を受けていた3校の避難所を
宛先にして送ったものである。この区対策部の回答を受けた
2分後（10:21）に大江小学校は「訓練終了」を送信してい
る。端末間の通信の同報性については、熊本市の使っている
MCA無線も同様であり、自治体の防災担当者にとっては、こ
のような同報機能が馴染み深いのかもしれない。

19.避難所の名称の混同を避けるために本報告書では次頁左端列に上から避難所ナンバー振って文中に付記した。この番号が訓練で使われていたわけではな
い。
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No. 避難所名
1 市立江南

中学校
9:07 
避難所
到着

9:17 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:17 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

9:28 
避難者数
70名

2 市立出
水南小
学校

9:08 
避難所
到着

9:16 
安全点検
開始

9:27 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:26 
安全点検
終了、避
難所開設
して宜し
いか

9:33 
避難所開
設を報告

9:35 
避難者
100名

10:21 
出水南小
学校、訓
練終了

3 市立出
水南中
学校

9:08 
避難所到
着、安全
確認開始

9:20 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜しい
か、チェ
ックリス
ト送付[ノ
ート]

9:28 
避難所開
設を報
告、避難
者数50名

10:06 
避難者数
800名

10:11 
出水南中
学校、訓
練終了

4 市立帯山
小学校

9:08 
避難所到
着、安全
確認開始

9:25 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:25 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム]

9:34 
避難者約
300名

5 市立帯
山西小
学校

9:08 
避難所
到着

9:21 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:46 
開設報
告、避難
者数100
名

10:16 
帯山西小
学校、訓
練終了

チェックリスト 
未送付

6 県立熊
本商業
高校

9:08 
避難所
到着

9:35 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:42 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

10:05 
避難所開
設を報
告、避難
者数600
名

10:19 
熊本商業
高校、訓
練終了

7 熊本大学
黒髪運動
場・体
育館

9:08 
避難所
到着

9:18 
安全点検
を実施し
た結果、
危険なた
め建物の
被害確認
を要請

9:19 
チェック
リスト送
付、画像
送付[アル
バム] 

9:27 
避難者
35名

9:32 
対策部か
ら連絡、
被害確認
了解

9:48 
対策部か
ら連絡、
移動先は
桜山中学
校避難所

9:49 
対策部宛
報告、避
難者を連
れて桜山
中へ移動
開始

10:25 
熊本大学
黒髪運動
場体育
館、訓練
終了

10:42 
対策部か
ら要請、
桜山中学
校の移動
完了時刻
を報告
せよ

10:47 
対策部宛
報告、9
：55桜山
中に移動
完了

対策部が
移動完了
時刻の報
告を要請

8 市立砂取
小学校

9:08 
避難所
到着

9:14 
安全点検
開始

9:20 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜しい
か、チェ
ックリス
ト送付[ノ
ート]

9:28 
避難所
開設

9:32 
避難者200
名、高齢
者100名、
障害者3
名、車椅
子1名、乳
児世帯50
世帯、福
祉避難所
の開設を
要請

10:05 
対策部か
ら福祉避
難所の開
設を要請
済、本部
から担当
者を派遣

10:17 
砂取小、
訓練終
了、備蓄
倉庫の鍵
の開け閉
めが困難

9 市立本荘
小学校

9:08 
避難所
到着

9:18 
点検異常
なし、開
設して宜
しいか、
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

10:09 
避難所開
設を報
告、避難
者数150
名

10:11 
対策部か
ら連絡、
熊大本荘
体育館の
避難者移
動先に
指定

10:43 
本荘小学
校受付終
了、避難
者数228名

12:21 
本荘小、
訓練終了

10 市立竜南
中学校

9:08 
避難所到
着、安全
点検実施

9:27 
安全点検
異常な
し、避難
所を開設

9:32 
避難者数
30名

10:14 
竜南中学
校、訓練
終了

チェックリスト 
未送付

黄色 対策部が送付したメッセージ

緑色 チェックリスト送付のメッセージ

青色 付加想定に関連したメッセージ

[表3-1] LINEログ
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11 市立出水
中学校

9:09 
避難所
到着

9:29 
安全点検
異常な
し、避難
所を開設

9:36 
難者数
30名

10:14 
出水中、
訓練終了

チェックリスト 
未送付

12 熊本学園
大学

9:09 
避難所到
着、安全
点検実施

9:27 
安全点検
を実施し
た結果危
険なため
建物の被
害確認を
要請

9:28 
 チェック
リスト送
付[アルバ
ム][トー
ク]

9:30 
避難者
100名

9:32 
対策部か
ら連絡、
被害確認
了解、建
築担当者
の現地派
遣を本部
に要請

9:44 
対策部か
ら連絡、
熊本高校
に移動先
を指定

9:46 
対策部宛
報告、避
難者をつ
れて熊本
高校に移
動開始

10:02 
対策部宛
報告、熊
本高校に
移動完了

10:08 
熊本高校&
学園大
学、訓練
終了しま
す！

13 市立慶徳
小学校

9:09 
避難所
到着

9:17 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:22 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム]

9:28 
避難者
200名

9:30 
断水が判
明、仮設
トイレ10
台の手配
を要請

9:39 
対策部か
ら連絡、
仮設トイ
レ要請
了解

9:43 
対策部か
ら慶徳
小、熊本
高、仮設
トイレ要
請済

10:16 
慶徳小学
校、訓練
終了

14 市立白川
小学校

9:09 
避難時
到着

9:23 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:24 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

9:45 
避難者数
500名

9:53 
対策部か
ら連絡、
熊大大江
体育館の
避難者の
受入先に
指定

10:13 
白川小、
訓練終了

15 県立済
々黌高等
学校

9:09 
避難所
到着

9:35 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:36 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:36 
避難者数
1000名

10:16 
せいせい
こう高
校、訓練
終了

16 市立壷川
小学校

9:09 
避難所到
着、安全
点検実施

9:22 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:24 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:25 
避難者数
20名

9:36 
断水のた
め仮設ト
イレ３台
の手配を
要請

9:49 
対策部か
ら連絡、
仮設トイ
レ要請
了解

9:54 
対策部か
ら連絡、 
仮設トイ
レ要請済

17 市立大江
小学校

9:10 
避難所到
着、安全
点検実施

9:22 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:24 
チェック
リスト送
付[ノー
ト] 

9:36 
避難者
10名

9:57 
複数の要
介護者が
避難、福
祉避難所
の開設を
要請

10:00 
対策部か
ら連絡、
福祉避難
所了解、
要介護者
の内訳を
送信せよ

10:02 
高齢者10
名、障害
者5名う
ち車椅子
3名、乳
児世帯5
世帯

10:05 
対策部か
ら連絡、
本部に福
祉避難所
の開設を
要請済

10:18 
福祉避難
所担当者
は実際に
こちらに
来るので
しょう
か？

10:19 
対策部か
ら各福祉
避難所、 
訓練想定
のため担
当者は来
ません。

10:21 
大江小学
校、訓練
終了

18 市立西山
中学校

9:10 
避難所到
着、安全
点検実施

9:22 
安全点検
異常な
し、チェ
ックリス
ト送付[ノ
ート]

9:32 
避難者
150名

10:57 
西山中学
校、訓練
終了

19 市立一新
小学校

9:11 
避難所
到着

9:23 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:23 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

9:30 
午前9時
25分避難
所開設、
避難者
100名

10:40 
一新小学
校、訓練
終了

20 市立帯山
中学校

9:11 
避難所到
着、安全
点検実施

9:24 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:45 
避難者
100名

10:12 
帯山中学
校、訓練
終了

21 市立五福
公民館

9:11 
避難所
到着

9:14 
安全点検
開始

9:17 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:22 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:25 
開設完了

9:27 
避難者数
50名

10:10 
五福公民
館、訓練
終了

22 市立桜山
中学校

9:11 
避難所到
着、安全
点検実施

9:29 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:30 
 チェック
リスト送
付[アルバ
ム]

9:38 
避難者数
100名

9:48 
中央区対
策部から
連絡、熊
大黒髪体
育館避難
者の受入
先に指定

10:14 
桜山中学
校、訓練
終了

黄色 対策部が送付したメッセージ

緑色 チェックリスト送付のメッセージ

青色 付加想定に関連したメッセージ
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23 サンライ
フ熊本

9:11 
避難所到
着、安全
点検実施

9:26 
安全点検
異常な
し、避難
所の開設
を報告

9:31 
 チェック
リスト送
付[アルバ
ム]

9:34 
避難者
０名

24 市立碩台
小学校

9:11 
避難所到
着、安全
点検実施

9:35 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:35 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

9:44 
避難所開
設を報
告、避難
者100名

10:12 
碩台小学
校、訓練
終了

25 市立江原
中学校

9:12 
避難所到
着、安全
点検実施

9:32 
安全点検
異常な
し、避難
所開設を
報告

9:45 
避難所開
設、避難
者100名

10:10 
江原中学
校、訓練
終了

チェックリスト 
未送付

26 市立五福
小学校

9:12 
避難所到
着、安全
点検実施

9:29 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:31 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:35 
避難所開
設の報告

9:41 
避難者数
100名

10:12 
五福小学
校、訓練
終了

27 市立春竹
小学校

9:12 
避難所到
着、安全
点検開始

9:35 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:35 
チェック
リスト送
付[ノー
ト] 

9:58 
避難所開
設、避難
者200名

10:10 
春竹小学
校、訓練
終了

28 市立白川
中学校

9:13 
避難所到
着、安全
点検開始

9:44 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:45 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

10:10 
開設報
告、避難
者100名

10:24 
白川中学
校、訓練
終了

29 市立託
麻原小
学校

9:13 
避難所到
着、安全
点検実施

9:24 
安全点検
異常な
し、避難
所開設を
連絡

9:35 
避難者約
100名

10:04 
託麻原小
学校、訓
練終了

チェックリスト 
未送付

30 市立向山
小学校

9:14 
避難所到
着、安全
点検開始

9:30 
避難者数
50名

9:34 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム]

9:41 
避難所の
開設を
報告

9:52 
写真追加[
アルバム]

31 市立白山
小学校

9:14 
避難所
到着

9:40 
安全点検
終了、避
難者数
1500名、
避難所を
開設して
宜しいか

9:57 
水受取済 
9:59 
缶詰受
取済 
10:14 
ゼリー受
取済

11:30 
白山小、
訓練終了

チェックリスト 
未送付

32 県立熊本
高校

9:15 
避難所到
着、安全
点検開始

9:28 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

9:28 
安全点検
異常な
し、避難
所開設を
報告

9:32 
避難者数
100名、 
断水のた
め仮設ト
イレ10台
を要請

9:39 
対策部か
ら仮設ト
イレ要請
了解 

9:43 
対策部か
ら仮設ト
イレを要
請済、担
当者派遣

9:44 
対策部か
ら連絡、
学園大避
難者の受
入先に
指定

仮設トイレと避難者
受入の双方に対応

33 県立熊
本工業
高校

9:17 
避難所到
着、安全
点検実施

9:38 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

9:39 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

10:11 
訓練終了

10:18 
対策部か
ら、 
避難者数
報告の
要請

10:19 
避難者
100名

対策部が避難者数の
報告を要求

34 市立黒髪
小学校

9:17 
避難所到
着、安全
点検開始

9:46 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

10:05 
開設報
告、避難
者数200
名

チェックリスト 
未送付

黄色 対策部が送付したメッセージ

緑色 チェックリスト送付のメッセージ

青色 付加想定に関連したメッセージ
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35 市立総合
体育館

9:18 
避難所
到着

9:50 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:50 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

9:52 
写真送付[
アルバム] 

10:04 
避難所開
設を報
告、避難
者数800名

10:32 
総合体育
館、訓練
終了

36 市立出水
小学校

9:19 
避難所
到着

9:30 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜しい
か、チェ
ックリス
ト送付[ノ
ート]

10:01 
避難者数
60名、要
介護者が
避難、高
齢者10
名、障害
者2名うち
車椅子1
名、乳児
世帯3世
帯。福祉
避難所開
設を要請

10:05 
中央区対
策部から
連絡、本
部へ福祉
避難所の
開設を要
請済

10:12 
出水小学
校、訓練
終了

37 市立大江
公民館

9:19 
避難所到
着、安全
点検開始

9:21 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:26 
避難所開
設を報告

9:29 
避難者
200名

10:13 
大江公民
館、訓練
終了

チェックリスト 
未送付

38 市立城東
小学校

9:19 
避難所
到着

9:26 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:27 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:50 
避難所開
設を報
告、避難
者数250
名

39 市立必由
館高校

9:20 
避難所到
着、安全
点検実施

9:31 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:33 
安全点検
異常な
し、避難
所の開設
を報告、
避難者数
50名

40 市立京陵
中学校

9:22 
避難所
到着

10:00 
チェック
リスト送
付[トー
ク]

10:00 
写真送付[
トーク]

10:02 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜しい
か、想定
避難者数
200名

10:17 
京陵中、
訓練終了

41 県立湧
心館高等
学校

9:22 
避難所
到着

9:38 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:39 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:48 
避難所開
設を報
告、避難
者100名

10:34 
湧心館高
校、訓練
終了

42 熊本大
学薬学部
大江体
育館

9:23 
避難所到
着、安全
点検実施

9:26 
チェック
リスト送
付[アルバ
ム] 

9:27 
安全点検
を実施し
た結果、
危険なた
め建物の
被害確認
を要請

9:28 
現在避難
者100名

9:29 
中央区対
策部か
ら被害確
認了解、
避難者の
有無（人
数）を報
告せよ

9:31 
現在避難
者100人で
す。

9:46 
対策部か
ら熊大体
育館、黒
髪体育
館、大江
体育館、
周辺の避
難所の状
況確認中

9:53 
対策部か
ら連絡、
移動先は
白川小

9:55 
対策部に
報告、避
難者を連
れて白川
小に移動
開始

10:10 
対策部に
報告、避
難者の白
川小移動
完了

10:14 
熊大薬学
部大江体
育館、訓
練終了

43 市立藤園
中学校

9:26 
避難所
到着

9:38 
安全点検
異常な
し、避難
所開設し
て宜し
いか

9:42 
避難所の
開設を報
告、避難
者100名

9:46
現地写真と点検表の
トークに送信失敗

10:14 
チェック
リストと
写真送付[
ノート]

10:15 
藤園中訓
練終了

44 熊大本荘
体育館

9:30 
避難所到
着、安全
点検開始

9:33 
施設利用
不可、 
想定避難
者数200
名

9:36 
対策部か
ら本荘体
育館及び
薬学部体
育館、被
害確認
了解

10:11 
対策部か
ら連絡、
移動先の
避難所を
本荘小学
校に指定

10:28 
対策部か
ら連絡、
本荘小学
校の移動
状況を報
告せよ

10:32 
熊大本荘
体育館、
移動完了
済です

対策部が移動状況の
報告を要求、
チェックリスト 
未送付

黄色 対策部が送付したメッセージ

緑色 チェックリスト送付のメッセージ

青色 付加想定に関連したメッセージ
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9時24分の事前想定の変更につい
て

　想定開始から避難所開設までの所要時間の分析によれ
ば、9時17分から26分36秒までに17カ所、26分36秒から
36分12秒までに17カ所の避難所が避難所開設の伺いと開設
報告を送っている。このようなメッセージの集中に対して区
対策部は、9時24分に「【中央区対策部から】中央区各避難
所へ、安全点検にて異常なしの施設は、対策部への開設伺
い必要なし、受入れ準備が整い次第、順次開設せよ。開設
時はその旨を速やかに報告せよ」との指示を出した。これ
は区LINEグループの交信が輻輳してきたために、事前想定
を変更して、安全点検の結果に従って避難所を開設する権限
を担当職員に委譲したものである。ところが当初の想定資料
によれば、避難所の開設伺いに対しては、区対策部が個別に
「○○避難所開設せよ」と送信することになっており、ここ
に避難所側の想定と区対策部側の認識に齟齬の生じた可能性
がある。9時25分の帯山小学校のメッセージは中央区の指示
の1分後であり、指示の誤認ではなく時間的な要因によるも
のかもしれない。しかしこれに続いて下表のように繰り返し
避難所開設の許可を要請するメッセージがあり、この9時24
分の対策部の事前想定の変更については、情報がトークルー
ム内で埋もれてしまった事例として解釈することができるか
もしれない。他方で、ほとんどの避難所は「避難所開設して
よろしいか」とのメッセージを送ったあと、個別の返信を待
つことなく避難所を開設していた。したがってこのメッセー
ジは、事前の定型文を報告に使っただけだと解釈することも
できる。これに対して1件ではあるが、「砂取小ですが、開
設指示が届きません」（09:27）と、対策部に個別の返信を
要求した事例があった。

9:24 【中央区対策部から】中央区各避難所へ、安
全点検にて異常なしの施設は、対策部への開
設伺い必要なし、受入れ準備が整い次第、順
次開設せよ。開設時はその旨を速やかに報告
せよ。

9:25 帯山小学校です。安全点検を実施した結果異
常なし。避難所開設してよろしいか。

9:26 城東小、安全点検完了、異常なし。避難所開
設してよろしいか。

9:26 出水南小学校、安全点検実施しました。異常
なし。避難所開設してもよろしいか。

9:30 [ノート]出水小学校です。安全点検の結果異常
なし。避難所開設をしてよろしいか。

9:31 五福小学校避難所の安全点検の結果異常な
し。避難所開設してよろしいか。

9:35 春竹小学校避難所の安全点検の結果異常な
し。避難所開設してよろしいか。

9:35 碩台小学校です。安全点検異常なし。避難所
開設してよろしいか。

9:36 せいせいこう高校です。安全点検を実施した
結果異常なし。避難所開設してよろしいか

9:38 藤園中です。安全点検の結果、異常なし。避
難所開設してよろしいか。

9:39 熊本工業です。避難所の安全点検の結果異常
なし。避難所開設してよろしいか。

9:39 湧心館高校です。安全点検を実施した結果異
常なし。避難所開設してよろしいか。

9:40 白山小の安全点検終了。校庭に1500名の避難
者。避難所を開設してよろしいか。

9:42 熊本商業高校です。安全点検終了しました。
異常なしです。避難所として開設してよろし
いか。

9:44 白川中学校避難所です。安全点検終了しまし
た。異常なし。避難所として開設してよろし
いでしょうか。

9:45 [ノート]熊本商業高校若松。避難所異常なし。
開設してよろしいか伺う。

9:46 黒髪小学校担当です。安全点検の結果異常な
し。避難所開設してよろしいか。

9:47 出水小学校です。安全点検の結果異常ありま
せんでした。避難所開設してよろしいですか。

9:50 総合体育館です。安全点検実施した結果、異
常なし。避難所開設してよろしいか。

10:02 京陵中です。安全点検の結果異常なし、避難
所開設してよろしいか、想定避難者数200名

10:09 ※再送【中央区対策部から】中央区各避難所
へ、安全点検にて異常なしの施設は、対策部
への開設伺い必要なし、受入れ準備が整い次
第、順次開設せよ。開設時はその旨を速やか
に報告せよ。

対応の受信

訓練開始のトーク送受信

トーク受信

開設準備

避難所適格
指定の受信

不適格

付加事象

避難所到着報告

避難者数報告

訓練終了

断水と要介護者の報告

仮設トイレ、福祉避難所

代替避難所の要求

避難所の移動
引率と合流

安全点検と開設伺い

避難所開設と運営

　

[図3-3] 10時9分の指示の再送
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　10時9分になって中央区対策部は、「安全点検にて異常な
しの施設は、対策部への開設伺い必要なし、受入れ準備が整
い次第、順次開設せよ。開設時はその旨を速やかに報告せ
よ」との指示を再送した。この時点で熊本高校、学園大学、
五福公民館、江原中学校、春竹小学校、出水南中学校、熊本
工業などの避難所は順次訓練終了を送信していた。[図3-3]

　対策部の9時24分の指示は、一見唐突な事前想定の変更の
ように見える。しかし実際には中央区対策部が事前準備と
して作成した中央区LINE訓練事前想定指示に記載された避
難所開設に関するパターン2に該当しており、対策部が事前
にこの切り替えを準備していたことがわかる。（「付属資
料3-2」参照）20 中央区が作成したこの事前想定資料によれ
ば、「避難者多数を予測し、災対本部へ一括開設の指示要請
を対策部から行い、各避難所に一括指示するパターン⇒対策
部から情報調整室へ確認要、安全点検異常なしの避難所は順
次開設してよろしいか伺い」との記述があり、この変更は災
害対策本部マターであるとの認識が関係者にあったことがわ
かる。したがって実際の問題は中央区対策部と情報調整室と
の連携の方に生じていたのかもしれない。いずれにしてもこ
の事例は、事前の想定に明記されたパターンの切り替えのよ
うな手順に沿った指示でも、受け手がトークルームのなかで
これを確認し対応するのは難しいことを示している。

避難所と対策部の情報伝達：本荘
小学校避難所の事例

　それでは避難所と区対策部のLINEトークを使った交信と
はどのようなものだったのであろうか。この事例として本荘
小学校避難所の実動訓練実施に関係したメッセージをログか
ら抜粋して下表に掲載した。

8:59 中央区対策部【中央区対策部から】訓練参加
避難所担当職員さまへ、おはようございま
す。本日はよろしくお願いします。対策本部
からの指示は、「中央区対策部」から送りま
す。

9:04 【 中 央 区 対 策 部 か ら 】 中 央 区 避 難 所 担 当
職 員 へ 、 本 日 ９ ： ０ ０ 熊 本 市 に 震 度 ６ 強
の 地 震 発 生 （ ９ ： ０ ３ ） に 中 央 区 対 策 部
を 設 置 。 避 難 所 担 当 職 員 は 、 担 当 避 難
所 に 参 集 し 、 開 設 業 務 に あ た る こ と 。 
到着次第、到着を報告し、避難所の安全点検
を実施せよ。

9:04 【中央区対策部から】中央区避難所担当職員
へ、各避難所間での連絡に際しても、この
LINEグループを使用して差し支えない。活用
されたし。

9:04 【中央区対策部から】連絡事項、記録として
必要なものはノート機能・画像はアルバム機
能を出来る限り活用されたし。使用できない
場合は、トークにて送信で差し支えない。

9:08 本荘小です。到着しました。安全確認しま
す。

9:18 [写真] （トークにチェックリスト送付）

9:18 本荘小学校です。安全確認実施しました。異
常なしです。避難所開設してよろしいか？

9:19 [アルバム] アルバムを作成しました。（アルバ
ムにチェックリスト送付）

9:19 【中央区対策部から】各避難所へ、避難所開設
について本部確認後、指示を送る。

9:24 【中央区対策部から】中央区各避難所へ、安全
点検にて異常なしの施設は、対策部への開設伺
い必要なし、受入れ準備が整い次第、順次開設
せよ。開設時はその旨を速やかに報告せよ。

10:09 本荘小学校です。避難所開設しました。避難者
数は、150人です。

10:09 ※再送【中央区対策部から】中央区各避難所へ
　安全点検にて異常なしの施設は、対策部への
開設伺い必要なし、受入れ準備が整い次第、順
次開設せよ。開設時はその旨を速やかに報告せ
よ。

10:11 【中央区対策部から】熊大本荘体育館避難所、
本荘小学校避難所が受入れ可能。避難所を引率
し本荘小学校避難所へ移動せよ。施設管理者は
熊大本荘体育館避難所に待機し、後続の避難者
への対応を依頼願う。出発の際は、中央区対策
部に報告すること。

10:28 【中央区対策部から】熊大本荘体育館避難所、
本荘小学校避難所への移動状況を報告せよ

10:38 【中央区対策部から】中央区全避難所へ、現地
訓練を終了した避難所は解散してOKです。

10:43 本荘小学校受付終了。避難者数228名です。

12:21 本荘小、訓練終了しました。

本荘小学校で実施した実動訓練は以下の通りである。

09:00

地域住民は町内から本荘小学校に避難開始。
避難所運営班・避難所担当職員（施設管理
者）は到着後ただちに避難所の安全点検と開
設準備。

09:30
情報収集訓練として各町内の被害状況・避難
者情報の把握。避難所本部から自治会長に報
告。

10:00
～11:00

避難所開設・運営訓練・物資供給訓練として
小学校体育館で避難者の受入開始。避難者数
の把握。炊出訓練、物資供給訓練、エコノミ
ー症候群の対策講習を実施。

20.中央区対策部の資料を「付属資料3-2中央区LINE訓練事前想定指示」として本報告書に記載した。
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　ログの示すように、本荘小学校の担当職員は9時8分に
区LINEグループで到着報告を送っている。さらに避難所の
安全点検を実施して、事前に区対策部の定めた手順にした
がってチェックリストの画像（[図3-4]）をトークに投稿
（09:18）した。続いて区LINEグループに安全確認のメッ
セージを送り（09:18）、対策部に避難所の開設許可を要
請すると、間髪を入れずに本荘小避難所のアルバムを設定
（09:19）して、チェックリストをアルバムにも送るととも
に避難所の画像を共有した。([図3-5]）9時24分になって中
央区対策部は、各避難所が個別に開設許可を受ける必要はな
いとの方針に変更をした。これを受けて本荘小学校担当職員
は避難所の開設作業に移った。

　訓練開始１時間を経過したころから、避難訓練に参加する
市民の数が増え、担当職員は誘導、受付、体育館の案内に忙
しくなった。（[図3-6],[図3-7]）避難所での参与観察によ
れば、避難所運営が忙しくなるにつれて、担当職員のLINE
グループを確認する余裕もなくなったように見える。また同
一グループで行き交うメッセージも増えたために、対策部の
指示を見逃すリスクも高くなった。人数の多いグループトー
クに対処するためには、携帯やLINE通話を使った直接の指
示や、LINEトークのメンションの利用、通信を専門に担当
するオペレーターを避難所でも指定するやり方が有効だと考
えられる。21 

指定避難所での追加想定の推移
　追加想定の指定を受けていた合計10箇所の避難所の様子
はどうだったのであろうか。「安全点検を実施した結果危
険なため建物の被害確認」との連絡を最初に送ったのは熊
本大学黒髪運動場・体育館（09:18）、続いて熊本学園大
学（09:27）、熊本大学薬学部大江体育館（09:27）、最後
に熊本大学本荘体育館（09:33）であった。熊本学園大学と
熊本大学薬学部大江体育館の送信は期せずして同時刻であ
る。これと踵を接するように断水による仮設トイレ設置の要
請が慶徳小学校（09:30）、熊本高校 (09:32)、壺川小学校 
(09:36)から届いた。これに対して対策部は、まず「【中央
区対策部から】慶徳小、熊本高避難所へ、仮設トイレ要請了
解、本部に仮設トイレを要請する」（09:39）を送った。こ
れに続いて学園大学から熊本高校に避難者を移動させる指示
(09:44)、熊大黒髪体育館避難所の避難者移動先を桜山中学
校に指定する指示（09:48）が続き、壺川小学校に対する応
答「【中央区対策部から】壺川小避難所へ、仮設トイレ要請
了解、本部に仮設トイレを要請する」（09:49）は、その後
の返信になっている。仮設トイレ設置要請に関連するメッセ
ージを以下の表に示した。この間の事前の想定は、次頁[表
3-2],[表3-3]の通りである。22 今回の情報伝達訓練は、おお
むねこの事前想定に沿って進んだということができる。

仮設トイレ設置要請に関連したLINEメッセージ

9:30 慶徳小学校避難所より。断水が判明しまし
た。仮設トイレを10台手配ねがいます。

9:32 熊本高校です。現在の避難者数100名です。
断水のため、仮設トイレ10台の手配をお願い
したい。

9:36 壺川小避難所です。断水のため仮設トイレ３
台の手配をお願いしたい。

9:39 【中央区対策部から】慶徳小、熊本高避難所
へ、仮設トイレ要請了解、本部に仮設トイレ
を要請する。

9:43 【中央区対策部から】慶徳小、熊本高避難所
へ、仮設トイレを要請済み。慶徳小、熊本高
避難所に担当者を派遣する。

9:49 【中央区対策部から】壺川小避難所へ、仮設
トイレ要請了解、本部に仮設トイレを要請す
る。

9:54 【中央区対策部から】壺川避難所へ、仮設ト
イレを要請済み。壺川避難所に担当者を派遣
する。

　

　

　　　　　[図3-4]　　　　　　　　　  　 [図3-5]

　　　　　[図3-6]　　　　　　　　　　　[図3-7]

21.メンションはLINEグループで特定の個人を指名して送信する機能である。避難所ごとに通信を専門にする職員を割り当てるのは人数の制限から難しいか
もしれない。
22.詳細は「付属資料3-2 中央区LINE訓練事前想定指示」を参照。
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12
避難所から

△△避難所　安全点検にて危険あり　
建物の被害確認を要請

13
対策部から

【中央区対策部から】△△避難所　被
害確認の件了解　現在の避難者の有無
（人数）を報告せよ。

14
避難所から

△△避難所　現在○○名避難してい
る。

15
対策部から

【中央区対策部から】△△避難所　被
害確認の件了解、建築担当者の現地派
遣を本部に要請する。

16
対策部から

【中央区対策部から】△△避難所　周
辺の避難所が受入れ可能か確認する　
そのまま待機

17
対策部から

【中央区対策部から】（　）避難所
　△△避難所は開設不可　そちらへ避
難者移動可能か？

18
避難所から

（　）避難所　△△避難所の避難者　
受入れ可能

19
対策部から

△△避難所　建物被害確認の件　要請
済み　直ちに担当者が向かう

20

対策部から

【中央区対策部から】△△避難所　（
　）避難所が受入れ可能 
避難所を引率し（　）避難所へ移動せよ。 
施設管理者は△△避難所に待機し、後
続の避難者への対応を依頼願う 
出発の際は、中央区対策部に報告する
こと。

21 避難所から △△避難所　（　）避難所へ移動開始

22
対策部から

【中央区対策部から】（　）避難所へ 
△△避難所の避難者移動開始の件、了
解でしょうか？

23 避難所から （　）避難所　了解です。

24
避難所から

△△避難所避難者は、（　）避難所へ
移動完了

25
避難所から

○○避難所　断水のため仮設トイレを
◇◇台　手配お願いしたい

26
対策部から

【中央区対策部から】○○避難所へ　
仮設トイレ要請了解 
本部に仮設トイレを要請する。

27
対策部から

【中央区対策部から】○○避難所へ 
仮設トイレを要請済み　○○避難所に
担当者を派遣する

28
避難所から

○○避難所　複数の要介護者が避難し
ている　福祉避難所の開設を要請

29

対策部から

【中央区対策部から】○○避難所へ 
福祉避難所の件了解。本部に要請す
る。 
要介護者の内訳を送信すること 
高齢者○名　障害者○名　乳児世帯○
世帯

30

対策部から

【中央区対策部から】○○避難所へ 
□□に福祉避難所を開設する。 
本部から、そちらへ担当者を派遣する
するとのこと。

31

対策部から

【中央区対策部から】中央区全避難所
へ 
○○：○○現在の避難者数を報告せよ。 
避難所安全点検チェックシートを画像
で送信お願いする 
避難所施設の写真を１枚、画像で送信
お願いする

32
避難所から

グループに画像送信（トーク又はアル
バム）

要配慮者の避難と福祉避難所の開
設

　今回の情報伝達訓練では、高齢者、障がい者および乳児世
帯など要配慮者に対する福祉避難所の開設をシナリオに組み
込んでいた。避難者の集合状況を見て、多数の要配慮者の参
集を確認し、福祉避難所の開設を要請するメッセージは、
砂取小学校（09:32）、大江小学校（09:57）、出水小学校
（10:01）の順番で届いた。このなかで大江小学校のメッセ
ージは、「大江小学校です。複数の要介護者が避難してい
る。福祉避難所の開設を要請」であったため、対策部は個別
に「【中央区対策部から】大江小学校避難所へ、福祉避難所
の件了解。本部に要請する。要介護者の内訳を送信するこ
と、高齢者○名　障害者○名　乳児世帯○世帯”」とのメッ
セージを送った。これに対して大江小学校の担当者は、ただ
ちに「大江小学校です。高齢者10名、障害者5名（うち車椅
子3名）、乳児世帯5世帯」（10:02）との返信を送ってい
る。このあと本部は三つの福祉避難所に対して、「【中央区
対策部から】砂取小、大江小学校、出水小避難所へ、本部へ
福祉避難所の開設を要請済み。本部から担当者を派遣すると
のこと」とのメッセージを送っている。23 福祉避難所の開設
要請に関連するメッセージを以下の表に示した。

福祉避難所の開設要請に関連したLINEメッセージ

9:32 [ノート]砂取小避難所です。避難者200名うち
高齢者100名、障害者3名うち車椅子1名、乳児
世帯50世帯です。複数の要介護者が避難中、福
祉避難所の開設をお願いしたい。

[表3-3] 事前想定：仮設トイレから福祉避難所の開設

[表3-2] 事前想定：避難数の報告から避難所移動

23.実際のメッセージには避難所の後に担当職員の個人名を付記しているが、この報告書では個人情報を省いた。
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9:36 大江小学校です。9時30分時点の避難者は10名
です。

9:47 出水小学校です。 安全点検の結果異常ありませ
んでした。避難所開設してよろしいですか。

9:57 大江小学校です。複数の要介護者が避難してい
る。福祉避難所の開設を要請。

10:00 【中央区対策部から】大江小学校避難所へ 福祉
避難所の件了解。本部に要請する。要介護者の
内訳を送信すること 高齢者○名　障害者○名　
乳児世帯○世帯

10:01 出水小学校です。現在の避難者数60人。複数の
要介護者が避難中。高齢者10名、障害者2名う
ち車椅子1名、乳児世帯3世帯。福祉避難所の開
設をお願いしたい。

10:02 大江小学校です。高齢者10名 障害者5名（うち
車椅子3名） 乳児世帯5世帯

10:05 【中央区対策部から】砂取小、大江小学校、出
水小避難所へ 本部へ福祉避難所の開設を要請済
み 本部から担当者を派遣するとのこと。

　この後、避難所では物資供給訓練、炊出訓練、エコノミー
症候群の対策講習などに移り、12時21分に本庄小学校が送
った「本荘小、訓練終了しました」とのメッセージをもって
避難所の送信は終了した。中央区対策部は12時23分に「中
央区対策部です。中央区対策部も解散します。皆様、お疲れ
さまでした。ご協力ありがとうございましたm(_ _)m」を送
信し、この対策部の解散をもってすべての訓練が終了した。

中央区のLINEグループにおける投
稿場所と送信内容 

　8時59分から始まったトーク・メッセージの数は、12時
31分を最終として合計287通になった。このうち区対策部が
発出した指示と回答は27通(9.4%)、避難所が送付した報告
と連絡は260通(90.6%)である。

　避難所が送付したメッセージの総数を260通とすると、44
箇所の避難所の平均は約6通になる。実際、ログの分析が示
すように、本荘小学校避難所は全行程で7通のメッセージを
送っていた。そのうちの2通はトークにチェックリストを送
った記録とアルバムを設置した記録であり、他の1通は訓練
終了の報告なので、これを差し引いた4通のメッセージは4
件の基本項目と合致することになる。これに対して大江小
学校や熊本大学薬学部大江体育館は最も多い8通で、追加想
定を受けた避難所は当然メッセージ数も多くなっている。な
お最少のメッセージ数は必由館高校の3通（うち1通はアル
バムの設置とチェックリストの送付）であった。いずれにし
ても今回の区LINEグループの交信の構造は、区対策部の指
示・指令に対して、避難所が基本項目について応答する、と
いう非対称的で一方向的な性格を示している。避難所が投稿
したメッセージの内訳は、テキストが211通(73.5%)、トー

ク内の写真が22通、アルバムへの投稿が18通(6.3%)、ノー
トへのテキスト投稿が9通(3.1%)である。24 この内訳を下表
にまとめた。アルバムとノートは各避難所が個別に設定した
ものである。アルバムを設定したのは、本荘小学校、総合体
育館、向山小学校、桜山中学校、サンライフ熊本、湧心館高
校、熊本商業高校、済々黌高校、必由館高校、五福小学校、
学園大学、城東小学校、熊大薬学部体育館、帯山中学校、帯
山小学校、壺川小学校、熊本大学黒髪運動場・体育館の17
避難所、ノートを設定したのは、藤園中学、熊本商業高校、
春竹小学校、砂取小学校、出水小学校、大江小学校、西山
中学校、出水南中学校の8避難所だった。残りの19の避難所
は、チェックリストや避難所の写真をトークに送信してい
た。

投稿場所と送信内容 件数 専有率

中央区からのテキストメッセージ
（指示）

27 9.4%

避難所からの報告 260 90.6%

内訳

テキストメッセージ 211 73.5%

トーク内の写真報告 22 7.7%

アルバムへの写真報告 18 6.3%

ノートへのテキスト投稿 9 3.1%

全メッセージ 287 100.0%

訓練と投稿数の時間的推移
　区LINEグループの1分あたりの投稿数をグラフにすると 
[図3-8]のようになる。この分析によれば、9時8分台の1分
間に9件のメッセージ、9時27分と28分に続けて8件のメッ
セージ、9時35分には10件のメッセージの集中していること
がわかる。

24.アルバムの投稿は複数の写真について1通とカウントした。またトーク・メッセージの数は、トークに対する写真の投稿やアルバム設定のメッセージも1
通とカウントしている。

　

[図3-8] LINEグループの1分あたりの投稿数
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[図3-8] LINEグループの1分あたりの投稿数

[表3-4] 想定開始からの時間

　投稿数の時間的推移には三つのピークが認められる。最初
のピークは訓練開始直後から担当職員の到着報告について現
れた。続いて避難所の安全確認と開設の許可申請が9時17分
から始まった。これに対して区対策部は当初個別に回答（開
設許可）していたが、9時24分になって開設権限委譲の指示
を送付した。これにもかかわらず避難所からの開設許可要請
は10時02分まで続いている。9時25分から開設済み避難所
による避難者数の報告が始まった。10時10分に予定通り訓
練は終了し、訓練終了の報告が三つ目のピークになった。こ
の間、最も投稿が多かった時間帯は9時35分から36分であ
る。この時間帯には避難所の建物や避難者の集合状況の画像
の送付が数多くあった。

避難所別行程記録の時間分析
　避難所ごとの業務フローの実施記録の再構成から、（1）
想定開始から避難所到着、（2）想定開始から避難所開設報
告、（3）想定開始からチェックリスト送付、（4）想定開
始から避難者数報告の時間（分単位）を調べたのが[表3-4]
である。

No. 避難所名称 到着 
(分)

避難所開
設報告 
(分)

チェック
リスト送
付(分)

避難者数
報告(分)

避難者
数／最終
報告(人)

1 市立江南中
学校

7 17 17 28 70

2 市立出水南
小学校

8 33 27 35 100

3 市立出水南
中学校

8 28 20 28 800

4 市立帯山小
学校

8 25 25 34 300

5 市立帯山西
小学校

8 21 46 100

6 県立熊本商
業高校

8 42 35 65 600

7 熊本大学黒
髪運動場・
体育館

8 18 19

8 市立砂取小
学校

8 28 20 32 200

9 市立本荘小
学校

8 18 18 69 228

10 市立竜南中
学校

8 27 32 30

11 市立出水中
学校

9 29 36 30

12 熊本学園
大学

9 27 28 30 100

13 市立慶徳小
学校

9 17 22 28 200

14 市立白川小
学校

9 23 24 45 500

15 県立済々黌
高等学校

9 36 35 36 1000

16 市立壷川小
学校

9 22 24 25 20

17 市立大江小
学校

10 22 24 36 10

18 市立西山中
学校

10 22 22 32 150

19 市立一新小
学校

11 23 23 30 100

20 市立帯山中
学校

11 24 24 45 100

21 市立五福公
民館

11 17 22 27 50

22 市立桜山中
学校

11 29 30 38 100

23 サンライフ
熊本

11 26 31 34 0

24 市立碩台小
学校

11 35 35 44 100

25 市立江原中
学校

12 32 45 100

26 市立五福小
学校

12 31 29 41 100

27 市立春竹小
学校

12 35 35 58 200

28 市立白川中
学校

13 44 45 70 100

29 市立託麻原
小学校

13 24 35 100

30 市立向山小
学校

14 41 34 30 50

31 市立白山小
学校

14 40 40 1500

32 県立熊本
高校

15 28 28 32 100

33 県立熊本工
業高校

17 39 38 79 100

34 市立黒髪小
学校

17 46 65 200

35 市立総合体
育館

18 50 50 64 800

36 市立出水小
学校

19 30 30 61 60

37 市立大江公
民館

19 21 29 200

38 市立城東小
学校

19 26 27 50 250

39 市立必由館
高校

20 33 31 33 50

40 市立京陵中
学校

22 62 60 62 200

41 県立湧心館
高等学校

22 39 38 48 100

42 熊本大学薬
学部大江体
育館

23 27 26 28 100

43 市立藤園中
学校

26 38 74 42 100

44 熊大本荘体
育館

30 33 33 200

青色

安全点検結果の結果、避難所移動の想定を受けた
避難所（熊本大学薬学部大江体育館、熊本学園大
学、熊本大学黒髪運動場・体育館、熊本大学本荘
体育館）

赤色
避難所の運営で断水の想定を受けた避難所（熊本
高校、慶徳小学校、壷川小学校）

緑色
避難所の運営で要介護者対応の想定を受けた避難
所（大江小学校、砂取小学校、出水小学校）
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　この表から4件の基本情報の報告に要した時間のグラフ
を作成した。この分析によれば、避難所担当職員は27カ
所（61％）で7分から12分30秒の間に到着し([図3-9])、 
34カ所(77％)の避難所が17分から36分12秒の間に避難所開
設の報告を送っている([図3-10])。この時間はいずれも9時
の想定開始から計った経過時間である。避難所開設の報告と
チェックリストの送付の時間は多くの避難所で重なっている
([図3-11])。実際にアルバムを作成してチェックリストを送
ってから安全点検の結果や開設伺いを送った避難所もあり、
全般的に見て基本項目の報告の順番は前後しても構わないと
考えていたと解釈できる。避難者数報告については、23カ
所の避難所が25分から39分の間に送信しているが、53分か
ら81分を要した避難所も9カ所あった([図3-12])。

　到着報告については、自宅から避難所に7分から12分半で
到着できるように市が避難所担当職員を選んだ、ということ
になるであろう。また職員の作業量を勘案して避難所の運営
人数を選んでいるとすれば、避難所の作業に要する時間は自
然に平準化することになる。ここから導かれる課題として、

対策部に対する報告は一定時間に集中する可能性が高い。今
回のような実動訓練を電話連絡で実施した場合、通話のアク
セスの集中や話し中が続くことから情報の逸失が起こるかも
しれない。これに対してチャット型テキスト・メッセージ
は、情報の取り込みや事後的なログの解析・評価の観点から
は、一定の優位性を持つものと考えられる。

参加者の1人当たりのメッセージ数
　避難所あたり3名の担当職員のうち、LINEにメッセージ
を送る連絡要員は1名との事前の指示があった。つまり区
LINEグループは本来、44カ所の避難所各1名と中央区対策
部で遣り取りするグループであって、3分の2のメンバーは
ROM（Read Only Member：情報を受け取るが発言しない参
加者）との想定だったことになる。参加者の多いLINEグル
ープの運営として、発言者とROMを区別する方法が有効であ
ることは間違いない。実際には、避難所のなかには3名の職
員がそれぞれ到着報告を送った出水南小学校のような事例も
あり、投稿者の総数は区対策部の要員を除いて76名（約60
％）となった。このうち1通だけを送った参加者が26名、2
通を送った参加者が7名いる。発信回数の最頻値は0通（49
名）、平均値は2通、発信数の最多は12通（1名）、続いて
発信数11通が1名であった。これを図示すれば[図3-13]のよ
うになる。
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[図3-9] 想定開始〜到着時間／44避難所

[図3-10] 想定開始〜避難所開設報告時間／44避難所

　

[図3-11] 想定開始〜チェックリスト送付時間／35避難所

[図3-12] 想定開始〜避難者数報告時間／42避難所
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総括：中央区のLINEグループの構
成と運用ルール

　今回のLINEを利用した情報収集・伝達訓練では、避難所
間のクロスの情報共有の事例が示すように、チャット型コミ
ュニケーションのテキスト・メッセージの持つ同報性や迅速
性の効果が認められた。他方で、9時24分の事前想定の変更
が示すように、多数の参加者のメッセージに埋もれて連絡が
失われる事例も生じていた。

　中央区の事前配付資料が示すように、LINEグループは当
初、以下の3階層を想定していた。しかしながら今回の訓練
で区がオフィシャルに利用したのは区LINEグループのみで
ある。

グループの構成 各グループの交信内容

3.区LINEグループ

・全体に共有すべき情報の発信

・初動時の情報伝達（到着、安
全確認、避難所開設、避難者
数など）

2.校区LINEグループ
・校区内に共有すべき情報の

発信

1.避難所LINEグループ
・避難所内で共有すべき情報

の発信

　前節の危機対策本部と各局主管課LINEグループの事例が
示すように、上表において上位グループの構成員が、各自
の分掌する下位グループのメンバーを兼ねるかたちでLINE
のグループ機能を用いる情報伝達のカスケード接続を構成
すれば、理論的にはLINEグループを用いて、区の避難所担
当職員全員をカバーする指揮命令の伝達経路を構成すること
ができる。また区LINEグループのメンバーが、各局主管課
LINEグループに入っていれば、避難所開設の想定の変更な
ど災害対策本部マターの連絡を直接、災対本部に送ることが
できる。この場合、現行の区LINEグループは、ROMの比率
を大きくして全避難所の共有事項や対策部からの一斉指示・
連絡などに特化し、報告受信や特定の避難所への連絡は、校
区LINEグループや避難所LINEグループに送信するという運
用も考えられる。個人間の連絡は、臨時編成の非公式グルー
プ、個別トーク、個人携帯やLINE通話を利用するなどグル
ープや情報伝達の利用の整理が必要になる。LINEグループ
の適切な規模と情報伝達の運用ルール作りは、引き続き今後
の検討課題となっている。
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はじめに：アンケート調査と結果
の概要

　熊本市では、2018年4月15日の震災対処実動訓練に
参加した五つの区の避難所担当職員を対象としてアンケ
ート調査を実施した。当日の実動訓練と情報ツールの利
用 状 況 お よ び ア ン ケ ー ト の 概 要 は 以 下 の 通 り で あ る 。 

（1）アンケートに回答した職員のスマートフォンの利用
率は93.0％、LINEの利用率は80.6％であった。25   普
段から携帯電話で使っている連絡手段の順位は、①電
話による通話 88.5%、②LINE 80.6%、③電子メール 
38.3%、④ショートメッセージ（SMS） 35.8%（複数
回答）となった。

（2）当日の訓練で参集に要した時間は15分以内が57.7％、 
30分以内が31.3％となっており、避難所担当者の
89.0%が30分以内に参集している。各職員が熊本地震
を経験していることから、参集手段については災害状
況に応じて各自の判断とした。当日、避難所担当職員
が参集に要した時間と参集手段は以下の通りである。

2018年度 2017年度

参集に要した時間 14.5分 14.6分

参集
手段

徒歩 30% 38%

自転車 17% 26%

自家用車 9% 21%

二輪車 41% 14%

（3）4月15日の震災対処実動訓練では、区単位で利用する
情報ツールに違いを設けた。具体的には中央区にだけ
以下の条件を設定して北区、東区、南区、西区と比較
することになった。

中央区の条件設定

① 固定電話・携帯電話が不通でありLINEは通信可能とする。

② 当訓練に対する情報伝達と応答は区LINEグループで行うも
のとする。ただしLINE訓練の環境のない避難所および緊急

時には電話を使用する。

　アンケートの結果、実動訓練における情報伝達の円滑性
（問8の回答）は、通話とLINEを併用できるとした北区、東
区、南区、西区の中央区以外（以下：中央区以外）では「ス
ムーズだった」と答える割合が高く、中央区ではこの数値が
やや低くなっていた。他方で、訓練後に各区・対策部から寄
せられた課題を見ると、「避難所から参集の電話連絡が殺到
して初期対応に課題が残った」との意見もあり、本節ではこ
の点を含めて統計学的に検討したい。本アンケートで用いた
質問用紙は以下の通りである。

1.　あなたの性別を教えてください

①男性　②女性

2.　あなたの年齢を教えてください

　　　　　　才

3.　普段使っている携帯電話の種類を教えてください

①スマートフォン　②フィーチャーフォン（従来の携帯
電話）③　所持していない　④その他

4.　普段、携帯電話で使っている連絡手段を教えてくだ
さい（複数回答可）

①電話による通話　②電子メール　③ショートメッセー
ジ（SMS）④LINE　⑤Facebookメッセージ　⑥その他

5.　4の設問で、利用頻度の多い順に3つ答えてください

1位　　　　　　2位　　　　　3位

6.　今日の避難訓練で使った連絡手段を教えてください
（複数回答可）

①電話による通話　②電子メール　③ショートメッセー
ジ（SMS）④LINE　⑤Facebookメッセージ　⑥その他

7.　6の設問で、利用頻度の多い順に3つ答えてください

1位　　　　　　2位　　　　　3位

8.　今日の避難訓練の情報共有は

①非常にスムーズだった　②スムーズだった　③どちら
でもない④スムーズでなかった　⑤非常にスムーズでな
かった

9.　今日の避難訓練の良かった点を教えてください

10. 今日の避難訓練の悪かった点を教えてください

11. 今日の避難訓練について、気になった点や改善点を
教えてください

25.2016年にLINE社が実施した「青少年のネット利用実態把握を目的とした調査」によれば、神奈川県在住の高校生のスマートフォンの所有率は97.3％、
東京都在住の高校生の所有率は96.3％となっていた。特定の理由で携帯端末を持たない人を除き、スマートフォンの保持率は今後、若年層から次第に100
％に近づくと考えられる。

Section4

2018年度震災対処実動訓
練における情報ツールに
関するアンケート調査
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調査データ概要

人数 割合

西区 48 8.9%

中央区 88 29.5%

東区 63 15.2%

南 69 17.7%

北区 87 28.8%

合計 355

質問内容への回答の集計

1.　あなたの性別を教えてください

人数 割合

①男性 263 73.1%

②女性 91 26.5%

(空白) 1 0.4%

合計 355 　

2.　あなたの年齢を教えてください

年齢（歳） 人数 割合

10-19 1 0.6%

20-29 69 18.3%

30-39 81 21.8%

40-49 120 34.0%

50-59 75 22.1%

60-69 2 0.5%

(空白) 7 2.6%

合計 355

平均 40.4才

3.　普段使っている携帯電話の種類を教えてください

人数 割合

①スマートフォン 330 93.0%

②フィーチャーフォン 22 6.2%

(空白) 3 0.8%

合計 355
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4.　普段、携帯電話で使っている連絡手段を教えてください（複数回答可）

人数 割合

①電話による通話 314 88.5%

②電子メール 136 38.3%

③ショートメッセージ（SMS） 127 35.8%

④LINE 286 80.6%

⑤Facebookメッセージ 17 4.8%

⑥その他 8 2.3%

合計 355

5.　4の設問で、利用頻度の多い順に3つ答えてください

■1位 ■2位 ■3位

人数 割合 人数 割合 人数 割合

①電話による通話 123 34.6% 189 53.2% 27 7.6%

②電子メール 12 3.4% 47 13.2% 105 29.6%

③ショートメッセージ（SMS） 9 2.5% 37 10.4% 103 29.0%

④LINE 209 58.9% 62 17.5% 20 5.6%

⑤Facebookメッセージ 5 1.4% 4 1.1%

⑥その他 8 2.3%

(空白) 2 0.6% 15 4.2% 88 2.3%

合計 355 355 355

6.　今日の避難訓練で使った連絡手段を教えてください（複数回答可）

人数 割合

①電話による通話 166 46.8%

②電子メール 3 0.8%

③ショートメッセージ（SMS） 3 0.8%

④LINE 181 51.0%

⑤その他 1 0.3%

（空白） 1 0.3%

合計 355
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7.　6の設問で、利用頻度の多い順に3つ答えてください【1位】～【3位】

■1位 ■2位 ■3位

人数 割合 人数 割合 人数 割合

①電話による通話 113 31.8% 112 31.5% 4 1.1%

②電子メール 5 1.4% 14 3.9% 38 10.7%

③ショートメッセージ（SMS） 4 1.1% 16 4.5% 45 12.7%

④LINE 221 62.3% 43 12.1% 9 2.5%

⑤その他 1 0.3% 170 47.9% 3 0.8%

(空白) 11 3.1% 256 72.1%

合計 355 355 355

8.　今日の避難訓練の情報共有は

人数 割合

①非常にスムーズだった 132 37.2%

②スムーズだった 171 48.2%

③どちらでもない 32 9.0%

④スムーズでなかった 16 4.5%

⑤非常にスムーズでなかった 3 0.8%

(空白) 1 0.3%

合計 355
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LINE利用と情報伝達の円滑性に
ついて（中央区と中央区以外の比
較）

　訓練時の情報伝達の円滑性について区ごとの数値を見る
と、中央区の値が低くなっていることが分かる。26 

① 中央区と中央区以外の円滑性の比較

中央区以外 中央区 総計

人数 割合 人数 割合 人数 割合

■ 非常にスム
ーズでなか
った

1 0.4% 2 2.3% 3 0.9%

■ スムーズで
なかった 5 1.9% 10 11.5% 15 4.3%

■ どちらでも
ない 12 4.6% 19 21.8% 31 8.9%

■ スムーズだ
った 125 48.1% 45 51.7% 170 49.0%

■ 非常にスム
ーズだった 117 45.0% 11 12.6% 128 36.9%

合計 260 87 347

② 中央区と中央区以外の情報伝達の円滑性の違い
に関する回帰分析

　訓練時の情報伝達の円滑性について、中央区と中央区以外
の間には回答の数値に開きがある。情報伝達の円滑性に関す
る数値の開きの統計的な有意性を検討するために回帰分析を
用いた。質問8（「8.今日の避難訓練の情報共有は　①非常
にスムーズだった～⑤非常にスムーズでなかった」」の回答
を情報伝達の円滑性を表す尺度とみなして目的変数とした。
地区を中央区と中央区以外に分けてダミー変数とし、説明変
数とした。回帰分析の結果、t値は7.89、P値は0.01％以下
で有意な差が認められる。統計的に見て、LINEグループ利
用に特定した情報伝達とLINEと電話を併用した情報伝達で
は、その円滑性についてLINEと電話の併用に優位性のある
ことが分かる。

目的変数

避難訓練の安否・参集及び避難所開設運営訓練の情報伝達の
円滑性

説明変数

中央区（ダミー変数）

手法

単回帰分析

回帰統計

重相関 R 0.39

重決定 R2 0.15

補正 R2 0.15

標準誤差 0.76

分散分析表

　 自由度 変動 分散
観測され
た分散比

有意 F

回帰 1 36.15 36.15 62.30 0.00%

残差 345 200.16 0.58

合計 346 236.31 　 　 　

　 係数 標準誤差 t P-値
切片 1.65 0.05 34.85 0.00%
中央区 0.74 0.09 7.89 0.00%

　 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%
切片 1.55 1.74 1.55
中央区 0.56 0.93 0.56

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

中央区以外 中央区 総計

人数 割合 人数 割合 人数 割合

■普段L I N E
を使わない

■普段LINE
を使っている

総計

人数 割合 人数 割合 人数 割合

通話で連絡をした LINEで連絡をした

26.本アンケート調査で円滑性の根拠となる交信の量や質は中央区と中央区以外で異なる可能性がある。今回の実動訓練では中央区以外の参与観察は実施し
ていない。



31

中央区以外の情報伝達の円滑性と
LINE-電話通話の関係

　アンケート結果によれば、中央区では中央区以外と比較し
て連絡の円滑性が低い。これに対して中央区以外では、普段
LINEを使っている人は当日の情報伝達手段としてLINEを利
用し、普段通話を使っている人は情報伝達手段として通話を
利用するなど、「使い慣れた手段」を選択できた、そのため
に中央区以外では円滑性の感覚が高くなったと考えることも
できる。この点を検証するために、LINEに特化した中央区を
対象から外して、LINEと電話を併用した中央区以外に焦点を
当てて、LINEと通話の円滑性の違いを検証した。本アンケー
トでは普段のLINEの利用と当日利用した連絡手段との関係を
調べているので、中央区以外の回答者を選んでデータを利用
した。

① 中央区以外の普段のLINE利用と当日利用した連
絡手段の関係

訓練では電話
の通話を利用

訓練では
LINEを利用

合計

■ 普段LINEを
利用

人数 65 136 201

割合 54.2% 97.1% 77.3%

■ 普段LINEを
利用しない

人数 55 4 59

割合 45.8% 2.9% 22.7%

合計
人数 120 140 260

割合 100.0% 100.0% 100.0%

② 中央区以外の訓練で利用した連絡手段と円滑性
の差

通話 
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LINE 
で連絡をした
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人数 割合 人数 割合 人数 割合

■ 非常にスム
ーズでなか
った

0 0.0% 1 0.7% 1 0.4%

■ スムーズで
なかった 3 2.5% 2 1.4% 5 1.9%

■ どちらでも
ない 5 4.2% 7 5.0% 12 4.6%

■ スムーズだ
った 64 53.3% 61 43.6% 125 48.1%

■ 非常にスム
ーズだった 48 40.0% 69 49.3% 117 45.0%

合計 120 100.0% 140 100.0% 260 100.0%
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③ 回帰分析の結果

　中央区以外に限定したうえで、訓練にLINEを使ったか否
かを説明変数にし、情報伝達の円滑性（質問8の回答）を目
的変数にして回帰分析をすると、t値が-0.08、P値が32.99
％となり有意差は認められない。このようにLINEと電話の
併用を許した場合、LINEと電話の利用そのものは情報伝達
の円滑性に影響していない、ということになる。

目的変数

避難訓練の安否・参集及び避難所開設運営訓練の情報伝達の
円滑性

説明変数

訓練でLINE使用（ダミー変数）

手法

単回帰分析

回帰統計

重相関 R 0.06

重決定 R2 0.00

補正 R2 -0.00

標準誤差 0.70

観測数 260

分散分析表

　 自由度 変動 分散
観測され
た分散比

有意 F

回帰 1 0.46 0.46 0.95 32.99%

残差 258 124.98 0.48

合計 259 125.45 　 　 　

　 係数 標準誤差 t P-値
切片 1.69 0.06 26.62 0.00%
訓 練 で
LINE使用

-0.08 0.09 -0.98 32.99%

　 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%
切片 1.57 1.82 1.57 1.82
訓 練 で
LINE使用

-0.26 0.09 -0.26 0.09

中央区のアンケート回答者のコメ
ントについて

　中央区のアンケート回答者のコメントを調べたところ、意
思疎通の円滑性に影響を与えた要因として、LINEグループ
の情報過多についての指摘が多くあった。中央区のアンケー
ト回答者のコメントを見ると、中央区で情報過多を指摘し
たコメントは75人中63人である。コメントの内容として、
同一グループで多数の情報が流れた混乱や、私信なのか全体
の告知なのかが分かり難かったことなどが挙げられていた。

① 情報過多を指摘する割合

② コメントの内容（抜粋）

・ 中央区避難所グループでは149人27 でのラインのやりと
りが同時間に集中するので、本部の指示も送る側も大変
見づらく分かりにくい。グループを50人程度に再分割し
たらどうか。

・ LINEグループの人数が多く、区対策本部でも集約に苦労
されたのではないかと思います。(LINEのデメリット？) 
3つ程度のグループに分けることができればもう少し把握
もしやすくなるのではないかと感じました。

・ あまりに一度の報告があがるので、通知音だけではどれ
が対策本部で、どれが報告なのか分からない。

・ LINEグループの規模が大きく、LINE通知がひっきりなし
で対策部の指示がわからなくなっていた。

アンケート調査：総括
　本アンケートによれば、情報共有の円滑性については、当
日の避難訓練で使った連絡手段として電話通話と回答した人
とLINEと回答した人の間に、統計的な差違がなかった。通
話とLINEを自由に選択できた北区、東区、南区、西区の回
答を見ても、参加者はLINEのテキスト・メッセージと電話
の通話についてコミュニケーションの円滑性の感じ方に差異
がなかった。これに対して、比較実験として避難所と区対策
部の通信をLINEの同一グループに限定した中央区では、中
央区以外と比較して、情報伝達がより円滑ではない、との結
果を示した。中央区において、情報伝達が円滑でない理由と
して、84.0%の人が情報過多を指摘している。電話とLINEで
利用の円滑性に区別が無く、情報伝達を大人数のLINEグル

27.この数字は市の職員の他にLINEのオブザーバの人数などを含んでいる。

45.0%
48.1%

4.6%
1.9% 0.4%

12.6%

51.7%

21.8%

11.5%

2.3%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

中央区以外 中央区

⑤ 非常にスムーズでなかった

④ スムーズでなかった

③ どちらでもない

② スムーズだった

① 非常にスムーズだった

84%

16%

指摘あり

指摘なし



33

ープに特定した場合にコミュニケーションの円滑性に問題が
生じるとすれば、今後の検討課題はLINEグループの構成や
利用のルール、運用方法に焦点を当てるべきだ、ということ
になる。

LINEグループの構成
　対策部と避難所の交信の情報過多は、LINEグループの構
成に関係しているので、この点について検討したい。2018
年の避難所訓練において、中央区ではLINEグループの参加
者125名を同一のグループとした。この数は通常のLINEグル
ープとしてはかなり多い。グループの参加者の適正な数は、
同報性の持つ迅速さの効果と、多数の参加者のトーク発信に
よって重要な情報が埋もれるリスクとのトレード・オフにな
る。今回の中央区LINEグループの構成は、同一グループに
より一括して指示命令できる迅速性の効果を検証する必要が
あるとの考えから、政策局危機管理防災総室と中央区対策部
が協議して決めたものである。

　4月15日の訓練では、あらかじめ中央区対策部と危機管理
防災総室の設定したシナリオ通りに状況を付与した。前節で
LINEログの分析から示したように、9時24分に中央区対策
部が各避難所に発出した「安全点検にて異常なしの施設は、
対策部への開設伺い必要なし、受入れ準備が整い次第、順次
開設せよ。開設時はその旨を速やかに報告せよ」との指示に
ついては、その後も複数の避難所から開設申請のあったこ
とから、情報の授受に何らかの障害が生じたと考えること
ができる。避難所の運営では状況が継続的に変化するため
に、LINEグループに多数のトークがあると重要な指示が埋
没してしまう。

　特定メッセージがトークルーム内で埋没するという不備
は、LINEのようなチャット型のアプリケーションに共通
している。チャット型アプリケーションの不備を補うため
に、LINEの通信システムは、①グループ全員で継続的に
共有すべき情報をトークの流れとは別に書きとめるノート
機能、②グループごとに画像情報を区分けするアルバム機
能、③記録の確認ができるログ機能、④グループの全メッセ
ージをテキスト・ファイルとして一括保存する保存機能、⑤
時系列を遡ってトークで引用した元のメッセージを表示する
リプライ機能、⑥メッセージがスレッドに埋没するのを避け
るために特定のメッセージをグループの先頭に継続的に掲示
するアナウンス機能、などを備えている。組織の指示命令に
適合した階層的なLINEグループの構成や、標準決定手続を
下位階層に委譲する仕組みなどと組み合わせて、このような
通信システムの諸機能を活用することによって、チャット型
アプリケーションに共通した課題についても一定の改善を図
ることができると考えることができる。
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はじめに
　本節では、2018年4月15日に熊本市が実施した震災対処
実動訓練の情報経路と、市の指揮命令体制について検討した
い。このためにまず緊急時の情報の部署間の伝達や決定過程
について、震災対処実動訓練の中央区LINEグループのログ
を用いて分析する。続いて地域防災計画を参照しながら、熊
本市の防災体制における指揮命令系統とその課題について検
討する。

実動訓練の意思決定に関する情報
経路とLINEのログ

　4月15日の時点で、市の各対策部の間の情報伝達や災害対
策本部の意思決定の前提となる熊本市庁舎内の情報の経路は
以下のようになっていた。[図5-1]

　震災対処実動訓練のLINEのログのなかで情報伝達の検証
の観点から以下の交信に注目する。

① 安全点検によって避難所が開設できなくなった熊本大学
黒髪運動場

② 断水のために仮設トイレの設置が必要になった慶徳小学
校

　この二つの付加想定は特定の避難所を指定して危機管理防
災総室と中央区対策部が事前に設定したものである。意図的
に作り出された訓練時の負荷によって部署間の情報伝達や決
定過程の課題が明らかになると考えることができる。28 

9:18 熊本大学黒髪運動場・体育館です。安全点検を実
施した結果、危険なため建物の被害確認を要請。
画像はアルバムに添付します。

9:27 学園大学です。安全点検を実施した結果危険なた
め建物の被害確認を要請。写真アルバムにて報告
します。 

9:27 熊本大学薬学部体育館です。安全点検を実施した
結果、危険なため建物の被害確認を要請。画像は
アルバムに添付します。 

9:30 慶徳小学校避難所より。断水が判明しました。仮
設トイレを10台手配ねがいます。 

9:32 熊本高校です。現在の避難者数100名です。断水の
ため仮設トイレ10台の手配をお願いしたい。 

9:32 【中央区対策部から】学園大学及び熊本大学黒髪
運動場・体育館避難所　被害確認の件了解、建築
担当者の現地派遣を本部に要請する。

9:32 [ノート] 砂取小避難所です。避難者200名うち高
齢者100名、障害者3名うち車椅子1名、乳児世帯
50世帯です。複数の要介護者が避難中、福祉避難
所の開設をお願いしたい。 

9:33 熊大本荘体育館です。施設が元々使用できませ
ん。想定避難者数は200人です。 

9:36 壺川小避難所です。断水のため仮設トイレ3台の手
配をお願いしたい。 

9:36 【中央区対策部から】熊大本荘体育館及び熊大薬
学部体育館避難所。被害確認の件了解、建築担当
者の現地派遣を本部に要請する。 

9:39 【中央区対策部から】慶徳小、熊本高避難所へ、
仮設トイレ要請了解。本部に仮設トイレを要請す
る。 

9:43 【中央区対策部から】慶徳小、熊本高避難所へ、
仮設トイレを要請済み。慶徳小、熊本高避難所に
担当者を派遣する 

9:44 【中央区対策部から】学園大避難所（熊本高校）
避難所が受入れ可能。避難所を引率し熊本高校避
難所へ移動せよ。施設管理者は学園大避難所避難
所に待機し、後続の避難者への対応を依頼願う。
出発の際は、中央区対策部に報告すること。 

9:46 学園大学、避難者をつれて熊本高校に移動しま
す。
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28.本節で検討の対象とする事前想定に関連したログのメッセージに下線を付した。ログからは職員の個人名を削除した。中央区対策部が作成した区LINEグ
ループの全体共通ルールでは、投稿時に「○○避難所の△△です」と名乗ることになっており、参加者は全員このルールにならっていた。

[図5-1] 市庁内情報経路

　

Section5

防災情報の利用と組織の
課題
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9:48 【中央区対策部から】熊大黒髪体育館避難所、桜
山中避難所が受入れ可能。避難所を引率し桜山中
避難所へ移動せよ。施設管理者は熊大黒髪体育館
避難所に待機し、後続の避難者への対応を依頼願
う。出発の際は、中央区対策部に報告すること。 

9:49 【中央区対策部から】壺川小避難所へ、仮設トイ
レ要請了解。

9:49 熊本大学黒髪運動場・体育館です。避難者を連れ
て桜山中へ移動します。 

9:53 【中央区対策部から】熊大大江体育館避難所、白
川小避難所が受入れ可能。避難所を引率し白川小
避難所へ移動せよ。施設管理者は熊大大江体育館
避難所に待機し、後続の避難者への対応を依頼願
う。出発の際は、中央区対策部に報告すること。 

10:05 【中央区対策部から】砂取小、大江小学校、出水
小避難所へ、本部へ福祉避難所の開設を要請済
み。本部から担当者を派遣するとのこと。

　このログのメッセージの対応が示すように、追加想定の諸
課題について中央区対策部と避難所担当職員は、区LINEグ
ループを使って遅滞なく情報を共有しており、対策部と避難
所はLINEグループのトークルームのなかで状況をほぼ正確
に把握していたものと判断できる。問題はこの情報が並行
して中央区対策部から3階の危機管理防災総室にMCA無線で
連絡されたにもかかわらず、リアルタイムで3階から5階の
情報調整室調整班に伝達されなかったことである。その理由
は、平時は庁議会議室として使用している5階の情報調整室
が室内調度の変更中で、3階と5階を結ぶ情報連携用電子白
板もまだ機能していなかったからである。このために情報
は、3階の危機管理防災総室に積滞し、後続の情報に紛れて
逸失した。MCA無線機は、情報調整室に複数配置する予定で
あったが、今回の訓練時には故障した区の無線機の代替とし
て貸し出していたために、情報調整室に複数台の配置ができ
なかった。情報調整室が訓練開始と同時にテーブルの移動や
PCの設置などの体制作りをしており、また3階と5階の情報
共有の態勢が不十分だったため、庁内の伝達経路で情報が埋
もれてしまったのは今後の課題である。MCA無線機の数量的
な限定性は、1人1端末を持つスマートフォンの優位性を示
すものであるが、本報告書の前節の定量的な分析が示すよう
に、庁舎の外のLINEグループの情報伝達も十分には構造化
されていなかった。いずれにしてもこのログで焦点を当てた
事象について、市全体としては適切な情報経路の確立ができ
なかったと判断できる。

MCA（Multi-Channel Access System）無線は、一定の周波
数を多数の利用者が共同で利用する業務用無線システムで、
すべての通信が制御局で中継されている。全国に無線通信施
設を持つ民間の電気通信事業者が制御局の免許人となって、
企業や地方公共団体に業務用無線サービスを提供するため第
三者無線（Third Party Radio System）ともいう。公衆交換

電話網を利用していないので、災害時の輻輳や障害には影響
されない。自治体が防災行政のために独自に設置・運用する
市町村防災行政無線と併用されることが多い。MCA無線で
は、無線機すべてに一斉同報できるだけではなく、あらかじ
め指定したグループごとのグループ通話や1対1の個別通話が
できる。

指標としての情報経路のステップ
数

　避難所の安全点検については担当原局の市民局対策部に、
また仮設トイレの設置については健康福祉局対策部と環境局
対策部に状況を報告し、この事象に対応する裁可を担当原
局に連絡する情報伝達と指揮命令が必要である。現在の想
定では、5階の情報調整室調整班が各局の主幹課長を要員と
しているため、情報調整室調整班で協議して、それぞれの自
局局内担当者に指示するとの情報経路になっている。これに
対して避難所の開設については、避難所ごとに個別に裁可せ
ず、あらかじめ市長の了承を得て区対策部に開設権限を付与
し、情報調整室では開設状況等を把握するよう想定を変更
した。29このように部署ごとに標準決定手続を確立すること
は、決定の権限を下位階層に委譲することによって初動対応
を迅速化するとの観点から適切である。今後とも定型化の可
能な防災手順の切り出しおよび標準決定手続のパターン化と
標準決定手続規定書の整備が課題となっている。

　下位階層に委譲のできる避難所の安全点検などとは異な
り、地域住民の避難勧告など市民の生命・財産にかかわる決
定については、情報調整室で連絡を受けた後、廊下をまたい
で災害対策指揮室に情報を伝達し、本部長の検討･裁決を受
ける必要がある。この場合の情報経路はMCA無線機を使っ
た場合、受信から原局の実施まで次のように5ホップ（6部
署）となる可能性がある。これは緊急時の情報伝達として
は、やや冗長かもしれない。

※ 現場の報告者①→危機管理防災総室②→情報班③→調整
班【検討･裁可／調整班は災害対策指揮室に連絡】④→調
整班／情報班⑤→原局【実施】30 

　現状では、すでに導入済みの情報トリアージの観点か
ら、3階の危機管理防災総室に入った人命に関わるものなど
優先度の高い情報については、危機管理防災総室の連絡担当
者が庁内電話、個人携帯もしくは階段を上がって直接持参
し、5階の情報調整室調整班と災害対策指揮室に同時に報告
することになっている。この場合、危機管理防災総室の連絡
担当者は、調整班長に直接報告した後、そのまま災害対策指
揮室に報告して指示を仰ぐことになる。2016年熊本地震で
は、情報トリアージにより選別した人命危険（死傷者発生な
ど）、主要道路の損壊、大規模なライフライン被害などにつ
いて、危機管理防災総室から直接5階の指揮室と調整室に報
告した。この場合の決定までに要するステップ数は以下のよ
うに3ホップであるが、報告資料を作成して伝令が階段を走
る時間が必要になる。

29.中央区対策部が発出した9時24分の「安全点検にて異常なしの施設は、対策部への開設伺い必要なし、受入れ準備が整い次第、順次開設せよ。開設時は
その旨を速やかに報告せよ」との指示は、この権限に基づいている。この想定については「付属資料3-2 中央区LINE訓練事前想定指示」を参照。
30.現状では2通りのシナリオを想定している。現場の報告者は3階の危機管理防災総室をバイパスして直接5階の情報調整室情報班にMCA無線や携帯電話で
連絡することがある。この場合のステップ数は4ホップ（5部署）となる。
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※ 現場の報告者①→危機管理防災総室②→災害対策指揮
室／情報調整室調整班③→原局【実施】

緊急時の市庁舎のレイアウトにつ
いて

　以上のようなステップ数は、現在の市庁舎内のレイアウト
や情報班／調整班の役割分担を前提としたもので今後変更が
可能である。たとえば事前の実施規定の手順化と手順規定ド
キュメントの整備を前提として、災害対策指揮室の判断が不
要の場合は、次のように実施まで2ホップの情報経路も可能
になる。

※ 現場の報告者①→危機管理防災総室②→担当原局【実
施】③→情報班④→調整班【報告と検討】31 

　緊急時には情報の滞積と逸失を避けタイムリーな決定が肝
要になる。状況と裁可の組合せの事前承認は、現場の決定者
の負担を大幅に縮減する。このためには既述のように状況と
裁可の組合せを事前に定型化して、可能な限り権限を下位の
レベルに委譲する体制が有効になる。実際に今回の訓練で中
央区対策部は、熊本高校の避難所の安全点検の結果を受け、
区対策部のレベルで代替避難所を決定し、現場担当者に指示
するとともに、この避難所の変更を事後的に情報調整室に報
告していた。

　4月15日の総合防災訓練では11時30分になって、訓練総
括のため災害対策指揮室に全局長が参集した。局長級は発災
後各自の局で指揮を執り、災対本部指揮室に招集の掛かるた
びに、あるいは事前の所定時間に参集することになる。今回
の実動訓練では、指揮室の図上訓練などを組み込んでいなか
ったため、市長、副市長、各局長などの災害対策本部要員は
各校区の訓練状況を視察していた。また各対策部で独自訓練
を実施した議会事務局、健康福祉局、市民局の各局長は、各
対策部で訓練指揮を執っていた。

防災本部の運用と庁舎内のレイア
ウト

　円滑な指揮命令系統の運営には、5階南側の庁議室に設置
される情報調整室の機能の強化が不可欠である。情報調整室
は調整班と情報班が二つの円卓に分かれて作業しており([図
5-2])、その構成は以下のようになっている。

調整班／各局主管課長各１名

業務：（ア）本部会議の主催、（イ）本部長の指示・命令原
案の作成と実施、（ウ）災害応急対策の総合調整、（エ）
避難の勧告・指示の検討、（オ）各対策部間の連絡調整、 
（カ）協定組織に対する応援要請、（キ）自衛隊の災害派遣
要請要求の原案作成と実施

情報班／各局・区の主幹または主査級各１名

業務：（ア）災害情報の収集・分析・評価・伝達・共有、 

（イ）災害状況の総括、（ウ）気象の予警報

調整班の重要性とレイアウト
　調整班の各局主管課長は、所掌する部署の状況に関して検
討･裁可する責任を持つため、所属する原局の意見具申や状
況をリアルタイムで把握していなければならない。現状の二
つの円卓に分かれる配置は、情報班と調整班の局単位の意思
疎通が前提となっていない。また調整班の各局主管課長は、
災害対策指揮室にいる局長に対して所掌範囲の状況や原局
の対応を報告し、局長の裁可を受ける必要があるが、現状で
は、このために災害対策指揮室の局長と情報調整室の主管課
長が廊下をまたいで行き来することになる。

　以上の問題を解決する一案として、3階と5階の（ア）災
害対策指揮室、（イ）情報調整室の調整班と情報班、（ウ）
危機管理防災総室を統合して、次頁[図5-3]のような統合レ
イアウトにすることが考えられる。統合レイアウトの設置場
所としては、（1）5階の災対対策指揮室、（2）3階の総務
局危機管理防災総室の二つが考えられる。このレイアウトの
変更により、原理的には本部長の裁可を必要とする事象につ
いても、決定に要するステップを、現場の報告者①→危機管
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31.危機管理防災総室の担当者が原局の担当者を個人的に知っていれば、携帯電話を直接掛けて相談する経路が一番早くまた確実である。後述の緊急時初動
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[図5-2] 情報調整室のレイアウトと実動訓練当日の様子
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理防災総室②→災害対策指揮室→③担当原局【実施】の3ホ
ップに短縮することができる。

防災情報システムと職員が利用す
る情報機器について

　防災情報システムについては、防災目的に特化した開発・
導入を避け、通常業務で利用するアプリケーションを極力用
いるのが適切である。総合防災訓練では、（ア）災害対策指
揮室、（イ）情報調整室の調整班と情報班、（ウ）危機管理
防災総室の情報連携を支援するツールとして情報連携電子白
板を導入した([図5-4])。今後、たとえばOffice365のSkype 
Businessを用いれば、ネット上でExcelやPowerPointの画面
を共有し、通常業務のシステムを使ってより高度な協働作業
が実施できることになる。

　震災対処実動訓練で用いた情報連携電子白板は、2018年
3月末に試験導入して今回利用したものである。他方で、熊
本市の災害対策指揮室では、原局の各対策部が庁内LANのサ
ーバの共有フォルダにアップロードしたExcelやWordのファ
イルを、各局長がタブレットで用いながら報告や裁可を行
っている。これを拡充して（ア）災害対策指揮室、（イ）情
報調整室の調整班と情報班、（ウ）危機管理防災総室の情報
連携でもOffice365と庁内LANの共有フォルダ機能を利用す

れば、より迅速な資料の作成と共有ができることになる。　

　2016年度までの各局各課の緊急連絡網については、おも
に電話による連絡体制となっていた。2016年熊本地震で
は、電話が繋がりにくくなった状況でもLINEを活用した部
署では円滑な安否確認ができるとの事例があった。このため
熊本市では、災害時の連絡体制の多重化が喫緊の課題である
との認識に立ち、2017年度から電話の緊急連絡網とあわせ
てLINEの利活用を図ることになったものである。現在では
各局各課のLINEグループのほかに、災害対策本部要員（市
長、副市長、各局長、危機管理監、危機管理防災総室）から
なるLINEグループや、各局・区の危機管理連絡調整員から
なる各局主管課LINEグループを設定して利活用している。

　防災情報システムには、極力通常の業務で利用するアプリ
ケーションを利用するとの原則から、コミュニケーション･
ツールとしてはスマートフォンとLINE、庁舎内の情報処理
には職員ごとのノートブックとOffice365の組合せが適切だ
と考えられる。この場合、BYODにともなう諸課題について
あわせて検討する必要がある。

危機管理防災総室の役割と緊急時
初動要員

　政策局危機管理防災総室は、平時から緊急時への移行と災
害対策本部立ち上げの機能を所掌し、平時において緊急時に
備える市の唯一の部署になっている。危機管理防災総室は、
災対本部の運営において本部長のスタッフ機能（官房機能、
参謀機能）を担任する。災害対策本部のスタッフ機能の強化
は、自治体の防災機能強化の要諦である([図5-5])。以下で
は自治体の緊急時のスタッフ機能について、インシデント・
コマンド・システム（Incident Command System: ICS）の観
点から検討したい。

ファースト・レスポンダー（緊急
時初動要員）の必要性

　スタッフ機能を担任する危機管理防災総室だけで熊本市
の防災業務を遂行することは当然できない。ICSは、現場と
なる原局の職員のイニシアティブを前提とし、スタッフ（官
房）とライン（原局）の連携を強化するものである。このた
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[図5-5] 危機管理におけるスタッフ機能の位置付け

[図5-3] 統合レイアウト案

[図5-4] 情報連携電子白板の運用の様子／3階の危機管理防災総室
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めにはファースト・レスポンダー（First Responder：緊急
時初動要員）の概念の導入が重要になる。

　市の防災業務では、緊急時の市の各局、各区のイニシアテ
ィブと危機対策本部の人的、組織的な連携が鍵になる。この
ためには、市役所の各局、各区で防災担当の職務を与えられ
た職員を緊急時初動要員として指定する仕組みが有効にな
る。初動要員は緊急時に所属長および防災総室と協議しなが
ら、所掌部署の現場で防災体制確立のリーダーシップを取る
役割を持つことになる。

組織は戦略に従い情報は組織に従
う

　現在の日本は、今後30年程度の地震活発期にあると予想
されるため、大規模な震災の予想される自治体では、平時か
ら防災時への組織編制の迅速な切り替えを前提として、市職
員の防災意識の向上を促し、毎年の実動訓練を通じてPDCA
を回しながら組織編制の改善と職員の練度向上に努めなけれ
ばならない。

ICS（Incident Command System）は、災害対応の国際標準
スキームで、内閣府でも災害対策標準化検討会議を設置して
検討を進めている。ICSでは、五つの基本機能すなわち、①
指揮 (Command)、②実行 (Operations)、③計画情報 (Plan-
ning)、④後方支援 (Logistics)、⑤財務・総務 （Finance/
Administration）を定義し、必要な機能に必要な資源（人や
物）をケース・バイ・ケースで割り当てる。 1人の監督者が
管理できる人数を5人（3〜7人までは状況によって可能）と
する監督限界（Span of Control）を定め、平時とは編成の異
なる臨時の組織（一種のタスクフォース）を現場にボトム・
アップで立ちあげる。ICSの活動体制では、現場の状況に応
じて柔軟に拡大・縮小する組織構造が鍵になる。ICSのスキ
ームでは、決定権と対応責任を現場指揮官に与え、上位レベ
ルは対応現場をサポートする。ICSの運用では、全組織で情
報を共有する情報共有ツールや標準決定手続の活用が重要に
なる。

　 I C S は 、 米 国 が 開 発 し た 災 害 や 事 故 現 場 の 管 理 手 順
で、1970年代に続発した大規模山林火災に対応するために
消防組織が発展させたとの経緯があり、すでに命令系統や管
理手法の標準化が進んでいる。2001年の9・11同時多発テ
ロなど国内で非常事態の続く米国では、ICSの利用が行政諸
機関に拡大普及した。連邦緊急事態管理庁 (FEMA)は2004
年に国家インシデント・マネジメント・システム （Nation-
al Incident Management System: NIMS) を制定して、国内
で発生する災害と緊急事態に ICS を適用することを定めてい
る。ICS はテロ事件やハリケーン災害など国家レベルの緊急
事態のほかに、地域防災やコンサートやパレード、大規模な
競技会のようなイベントでも利用されるようになっている。

ICS概念に基づいた緊急時初動要員
の活動

　自治体は、緊急時初動要員の行動の原則として、以下のよ
うにICSの手順を活用することができる。

（1）初動要員はICSに基づき防災対応として現場で5つの
基本機能、すなわち、①指揮 (Command)、②実施 
(Operations)、③計画情報 (Planning)、④後方支援 
(Logistics)、⑤財務・総務 (Finance/Administration) 
を決定する。

（2）指揮権者は、臨時編成の組織（タスク・フォース）を
現場にボトム・アップ方式で立ちあげて手持ちのリソ
ースを基本機能に割り当てる。

（3）1人の指揮権者が直接指揮命令できる人数に監督限界 
(Span of Control) を定めて権限を階層的に委譲する。
現場の監督限界を通常5人程度とする。

基本機能の災害対応に対する適用
　ICSの五つの基本機能を市の災害対応に適用すれば[表
5-1],[図5-6]のようになる。

ICSの機能 市への適用 組織（班等）

① 指揮 
（Command）

市長の指揮、市長の
命令･指示の伝達・
補佐、市長への情報
提供

市長、危機
管理監、指
揮班

② 実施 
（Operation）

市の実施事項を実際
に実行する組織。救
助、避難誘導、避難
所運営、物資輸送・
配付、給水、医療・
保健、トイレ・ゴミ
処理

各区対策部、
各局対策部

③ 計画情報
（Planning）

実行のための情報収
集、計画立案

情報調整室

④ 後方支援
（Logistics）

実行組織その他に対
する給食、補給の
支援

総務局対策部

⑤ 財務・総務 
（Administra-
tion/Finance）

実行組織その他に対
する経費、文書、法
務の支援

財務局対策
部、総務局
対策

[表5-1] ICSの基本機能の適用例
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　ICS概念に基づいた情報調整室各班の業務の素案は[表5-2],[図5-7]のようになる。

班 役割 主要業務 備考

① 指揮班
災害対策指揮室・情
報調整室の総括業務

情報調整室の業務の調整、統制 
業務予定表の作成 
指揮室の運営・維持・管理 
災害対策本部会議の開催に関する事項 
その他、危機管理監の命ずる事項

総務＋総括業務
指揮室と情報調整室に配置

② 実施班
情報調整室の全体の
業務の実施

緊急時のシステム・通信体制の確保 
その他、要検討

情報調整室はスタッフ機能なので
各局のような実施班を持たないの
が業務で必要な範囲の実施要員を
持つものとする。

③ 情報計画班

1 . 災害情報の収
集、分析、整理 
気象情報

2 . 情報支援室：市
民等からの電話
等への対応

被災情報の収集、整理、表示 
気象情報の収集、伝達

市民等からの情報支援室への電話・来訪への対
応（記録、分類、関係部署への連絡、回答等）

部内広報（職員向けの広報） 
部外広報（市民等向けの広報） 
マスコミとの連絡調整、対応窓口

各対策部所掌に関する事項
（避難所の状況、関係機関の状
況、物資の状況等）は除く。

④ 物資供給・
後方支援班

物資供給の調整、
統制

物資の所要の把握に関する事項 
物資の調達、取得、受け入れに関する事項 
物資の集積、保管に関する事項 
物資の配分、供給に関する事項

物資の流れを一括管理

⑤ 調整・財
務・総務班

庁内・外の調整
庁内の連絡調整 
関係機関との連絡調整 
対応措置の実施状況等の把握

各対策部の状況把握含む。 
（職員参集状況、各対策部所掌事
項の遂行状況、問題点等）
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[図5-6] 現行の組織と異なることを許容した場合の案

[表5-2] 情報調整室撹拌の業務の素案
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国

関係機関

各局対策部 各区対策部

各避難所 市民

情報支援室

県

熊本市災害対策本部長（市長）

情報調整室
危機管理防災総室長

情報班調整班
総務班

広報班

災害対策指揮室

危機管理室
（総務班の一部） 災害対策本部会議

5F

5F

3F
1

2

6

7 7

6

3 4

5

1

指揮系統（指示・報告）
調整系統
市民からの情報等

業務の流れの一例
情報調整室（情報班）において被害情報等の集約・整理
情報調整室（調整班）において各対策部、関係機関の状況を把握
災害対策指揮室（総務班）において対応方針を起案
災害対策本部会議において対応方針を決定
災害対策本部指揮室を通じて実行の指揮
情報調整室（調整班）において実行のための総合調整、実行状況の把握
各局・各区対策部において対応処置を実施7

6
5
4
3
2
1

[図5-7] 熊本市災害対策本部の業務の基本的な流れ（案）
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緊急時のスタッフ組織の企画と調
整

　庁舎5階の災害対策本部情報調整室は、指揮官（市長）の
指揮を補佐する組織32であり、状況に合わせて手持ちのリ
ソースをICSの基本機能に振り分けなければならない。行政
学的に見れば、緊急時の自治体のスタッフ部門の業務を[図
5-8]のように企画と調整に分けることができる。

　ここで企画とは、（1）防災上の諸施策や法律行為を災害
の現状に適用すること、（2）時間展開を考慮した情報収
集、調査分析と立案、（3）実施された市の諸施策や国・県
の対策との総合性の確保、を指している。また調整とは、
（1）市の諸施策や国・県の対策との総合性の確保、（2）
担当者間の人的ネットワークに基づいたコミュニケーション
による意見調整を指している。現在の地域防災計画に記載し
ている情報調整室の機能区分を、ICSの五つの基本機能およ
び国の防衛組織の司令部の機能区分を参考に整理すれば[図
5-9]のようになるであろう。

今後の防災訓練の企画立案につい
て

　今後の防災訓練の企画立案については、（1）各局・区お
よび消防、病院、防災に関する協力協定を締結した民間組織
の緊急時初動要員の間の連携の確立、（2）連携組織の緊急
時初動要員が参集した図上訓練が課題になっている。図上訓
練の実施については陸上自衛隊の熊本市の防災を担当する連
隊の担当者の協力が有効である。

指揮官 
市長

実行組織

補佐組織

一般的な組織の構成 情報調整室の機能区分 自衛隊司令部の
機能区分の例

情報調整室

総務班
情報班／情報支援質

調整班
物資支給班

広報班

総務（人事）
(通信)
情報
作戦
兵站
(渉外) 広報

企画

調整

・施策を状況に適応させること
・時間展開を考慮した調査分析

・施策間の総合性の確保

・担当者間のコミュニケーション
　による意見調整

指揮官 
市長

実行組織

補佐組織

一般的な組織の構成 情報調整室の機能区分 自衛隊司令部の
機能区分の例

情報調整室

総務班
情報班／情報支援質

調整班
物資支給班

広報班

総務（人事）
(通信)
情報
作戦
兵站
(渉外) 広報

企画

調整

・施策を状況に適応させること
・時間展開を考慮した調査分析

・施策間の総合性の確保

・担当者間のコミュニケーション
　による意見調整

　

32.『熊本市地域防災計画書（平成29年度版）共通編』120頁。災害対策本部情報調整室運営の仕組みを資料5-1として添付した。

[図5-8] 緊急時の自治体のスタッフ部門の業務

[図5-9] 情報調整室の機能区分
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（1）付属資料1-1 2018年度震災対処実動訓練各対策部報告書

職員安否・参集訓練について【対策部別の意見取りまとめ結果】

1 総括 2 課題点 3 対応方針 4　LINE等SNSを利用した伝達手段に関して	

（1）情報伝達手段にLINE等のSNSを利用した場合
の効果等について、あてはまるものを○で囲んでく
ださい。（複数回答可）

（2）情報伝達手段にLINE
等のSNSを利用した場合の
課題について、あてはま
るものを○で囲んでくだ
さい。（複数回答可）

1 局内管理職LINE
グループの運用
が根付いたことも
あり、昨年度の訓
練時よりも迅速
な情報伝達がで
きた。

・参集のための移動中
は携帯を操作できない
ので、報告するまでに
時間がかかる課があ
った。 
・複数の人間が同時に
LINEを送るため、集計
作業の人間が混乱する
ケースもあった。

・発災時の初動対応は
各部署異なるため、課
によっては安否確認報
告者を所属長以外の人
間が行うなど部署ごと
の柔軟なルールを作成
しておく。 
・必要性の低い返事につ
いては省略を徹底した
り、LINEのメモ機能の
活用を促進させる。 
・緊急時の局内LINEグ
ループの活用効果を上げ
るため、平常時から局
内周知に活用する。 

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。 
⑤その他 
・伝達内容がテキストで残るため、容易に再確認
ができる。 
・現場状況など言葉で伝達しづらい内容も写真をと
って送ることで即座に伝達することができる。 

① 実際の災害発生でな
く、今回は訓練であっ
たためLINEの着信音だ
けでは気付かない職員が
いた。 
② スマートフォン・LINE
等SNSを利用していない職
員もいるため連絡に手間
どった。 

2 事前に作成した緊
急連絡網により、
課内でスムーズ
に安否確認の連
絡をすることが
できた

局内のある課で課内の
LINE伝達開始者が、局
からの連絡に気づくの
が遅れ、課内のLINE伝
達開始が遅くなった

LINE連絡開始が遅れそ
うな場合は、電話の緊
急連絡網も活用して、
安否確認を行う

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。

① 実際の災害発生でな
く、今回は訓練であっ
たためLINEの着信音だ
けでは気付かない職員が
いた。 
③ その他 
電波が悪くLINEがつなが
りにくい職員がいた

3 局の緊急連絡網に
よって参集・職員
安否確認がスムー
ズにできた。

今回の訓練は事前に予
定されていたにもかか
わらず、一部安否確認
の連絡がなかなかつか
ない職員がいた。（原
因は、バッグの中にス
マホを入れていて気づ
かなかったとのこと）

安否確認が迅速にできな
かった部署において、
近日中に再度訓練する。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 

① 実際の災害発生でな
く、今回は訓練であっ
たためLINEの着信音だ
けでは気付かない職員が
いた。

4 局内管理職LINEグ
ループの運用によ
り、迅速な情報伝
達ができ、全員早
めの参集及び安否
確認ができた。

LINEの活用等により大
部分の職員の安否確認
はスムーズだったが、
なかなか連絡が取れな
い職員もいた。（原因
は、携帯電話の電源が
切れていたという特例
的なもの）

震災等の災害はいつ起
きてもおかしくないの
で、常に連絡が取れる
状態にしておくよう心
がけることを徹底して
いく。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。 

② スマートフォン・LINE
等SNSを利用していない職
員もいるため連絡に手間
どった。

5 昨年度より都市建
設局全体でLINE利
用者が増加（33.8
％→57.7％）して
おり、LINE利用
者については、職
員安否確認及び職
員参集が円滑にで
きた。

LINEの活用等により大
部分の職員は、安否確
認がスムーズだったも
のの、一部の職員にお
いては、複数の手段に
より連絡を行ったが、
なかなか連絡が取れな
い職員もいた。

今後も引き続き、LINE
利用者が増えるよう働
き掛けるとともに、複
数の連絡手段の確保に
向けて、局内・部内会
議の場等で周知徹底を
図っていく。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。 

② スマートフォン・LINE
等SNSを利用していない職
員もいるため連絡に手間
どった。 

Section6

関連資料
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6 ・安否及び参集に
おいて、どちらも
１時間以内で完了
し、繰り返し訓練
を行うことの成果
が出ている。 
・地震が起こった
際に、まず行うこ
とが理解できる（
自発的に安否を発
信できる）。 

・ＬＩＮＥに頼らず、
他の連絡手段の確保も
必要（電話・メール）

・複数の連絡手段の確保 ① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。

③その他 
・今回の訓練は、日時の
事前周知が出来ていたた
め安否確認はスムーズで
あった。 
・逆に実災害の場合にお
いて、ＬＩＮＥに気付か
ない場合もある。 

7 職員安否確認・職
員参集いずれも前
回より時間短縮さ
れ1時間以内に完
了できた。

東区におけるLINEによ
る安否確認の割合は未
だ約48％であるため、
複数の連絡手段の確保
の観点からもLINEによ
る安否確認をさらに推
進する必要がある。

今後も引き続き複数の
連絡手段の確保に向け
て、区内会議等の場での
周知徹底を行っていく。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。

③その他 
今回の訓練は、事前周知
が出来ていたためLINEで
の確認がスムーズであっ
たが、実災害の場合にお
いてはＬＩＮＥに気付か
ない場合もあるため複数
手段での確認が必要。

8 昨年度より西区全
体でLINE利用者が
増加しており、概
ね円滑に職員安否
確認・職員参集が
できた。

複数の連絡手段による
情報伝達を行ってい
るが、なかなか連絡
が取れない職員が数名
いた。

今後も引き続き複数の
連絡手段の確保に向け
て、区内会議等の場で
の周知徹底、災害発生
時における初動対応の
意識付けを行っていく。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。 

 
① 実際の災害発生でな
く、今回は訓練であっ
たためLINEの着信音だ
けでは気付かない職員が
いた。 

9 職員安否確認訓練
については、２６
４名分の安否が
９時３６分に確
認できるなど、職
員間での情報伝達
がスムーズであ
った。 

主として、ＬＩＮＥを
活用した安否確認で
あったが、電話でし
か繋がらない職員も一
部いた 
ことから、情報発信者
である所属長にとって
は、一手間が生じるわ
けだが、実災害にお
いて、 
この一手間は、時間の
ロスと確認不測を生み
出す可能性があると思
われる。 

ＬＩＮＥを使用できな
い一部の職員に対して
もスムーズに連絡が送
れるような連絡網構築
が必要だが工夫により
ＬＩＮＥと連動できれ
ば送信エラーが少なく
なると考えられる。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
⑤その他 
職員の中には、スマートフォン所持者であってもＬ
ＩＮＥ参加を拒否するケースもあった。

② スマートフォン・LINE
等SNSを利用していない職
員もいるため連絡に手間
どった。

10 ＬＩＮＥによる伝
達が、昨年度の
39.1％から69.4
％と増加し、スム
ーズに安否確認や
参集ができた。

避難所担当職員が自主
参集で移動中のため、
安否確認に遅れが生
じた。

実災害の場合は、避難
所担当職員自ら参集す
る前に負傷の有無等を
所属長に連絡して参集
すれば、遅延は生じな
いと思慮される。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。

 
① 実際の災害発生でな
く、今回は訓練であっ
たためLINEの着信音だ
けでは気付かない職員が
いた。 

11 応援対策部内の事
務局長でLINEグ
ループを組んだた
め、各行政委員会
への情報伝達が迅
速に行えた。

待機していた物資供給
班への集合の指示がわ
かりづらかったため、
要員の初動が遅れた。

情報の連絡体制をわかり
やすく明確にしておく。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。

12 LINEの使用割合が
増えた為か、比較
的スムーズに安否
確認を行うことが
できた。

大部分の職員の安否確
認はスムーズだった
が、若干名になかなか
連絡が取れず、完了時
刻が遅かった。

原因を確認しつ
つ、LINE等の伝達手段
の拡充に努める。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 
④ 電話連絡と異なり、全員に同じ内容が伝わるた
め良かった。 

② スマートフォン・LINE
等SNSを利用していない職
員もいるため連絡に手間
どった。

13 LINEでの確認は、
簡単で一斉に伝わ
り時間短縮となる
ため、有効な方法
であった。

LINEの設定等によって
は、受信に気づかない
こともある。

LINEの他に、電話やメ
ール等複数の手段を使
い分ける。

① LINE等SNSが活用された結果、安否確認がより
スムーズにできた。 
② 課などで新たにLINE等SNSでの連絡体制を構築
することができた。 
③ 訓練を契機にLINE等SNSに参加した職員もお
り、災害の備えとして良いきっかけとなった。 

① 実際の災害発生でな
く、今回は訓練であっ
たためLINEの着信音だ
けでは気付かない職員が
いた。 
② スマートフォン・LINE
等SNSを利用していない職
員もいるため連絡に手間
どった。 
③その他 
人数の多い部署において
は、LINEと電話が混乱し
ていた。 
集計や返信の対応がしや
すいよう、各階層ごとに
グループ化する。 
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（2）付属資料3-1 実動訓練に伴うLINEを活用した情報収集伝達訓練

1
2
3
4

2

3
⇒

⇒
⇔ ⇔ LINE

1

2
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（3）付属資料3-2 中央区LINE訓練事前想定指示

時刻 項目 番号 送信元 シナリオ案 備考

9:00
訓練

開始
1 対策部から

【中央区対策部から】中央区避難所担当職員へ

本日９：００熊本市に震度６強の地震発生　（　：　）に

中央区対策部を設置

避難所担当職員は、担当避難所に参集し、開設業務

にあたること。

到着次第、到着を報告し、避難所の安全点検を実施

せよ。

グループに参加している「中央区対策部」又は「佐

藤立彦」を使用して、中央区対策部からの指示を送

ります。
【中央区対策部から】を文頭に入れます。

※本部（情報調整室）へ開設無線報告

2 対策部から

【中央区対策部から】中央区避難所担当職員へ

各避難所間での連絡に際しても、このLINEグループ

を使用して差し支えない。

活用されたし

3 対策部から

【中央区対策部から】連絡事項

記録として必要なものはノート機能・

画像はアルバム機能を出来る限り活用されたし

使用できない場合は、トークにて送信で差し支えない

避難所到着 4 避難所から ○○避難所△△　○○避難所到着
文頭に「○○避難所△△（名前）」を必ず入れてくだ

さい。

5 避難所から

○○避難所△△　○○避難所の安全点検の結果異

常なし。

避難所開設してよろしいか。

6 対策部から
【中央区対策部から】○○避難所へ　本部確認後、指

示を送る。

7 対策部から
【中央区対策部から】○○避難所へ　避難所開設せ

よ。

8 避難所から ○○避難所△△　開設了解

9 避難所から
○○避難所△△　受け入れ準備完了　現時刻にて避

難所開設・受入れ開始

10 対策部から

【中央区対策部から】中央区各避難所へ

安全点検にて異常なしの施設は、対策部への開設伺

い必要なし、受入れ準備が整い次第、順次開設せよ。

開設時はその旨を速やかに報告せよ。

避難者多数を予測し、災対本部へ一括開設の指示

要請を対策部から行い、各避難所に一括指示する

パターン　⇒対策部から情報調整室へ確認要

安全点検異常なしの避難所は順次開設してよろし

いか伺い

11 避難所から
○○避難所　安全点検異常なし　受入れ準備完了

現時刻から避難所開設・受入れ開始

本来は、各避難所ごとに開設の指示を災対本部か

ら受ける

情報調整室へ避難所ごと確認

パターン

１

パターン

２

避難所

開設
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時刻 項目 番号 送信元 シナリオ案 備考

12 避難所から
△△避難所　安全点検にて危険あり　建物の被害確

認を要請

熊本大学大江体育館⇒白川中学校

熊本大学黒髪運動場・体育館⇒桜山中学校

熊本大学本荘体育館⇒白川小学校

熊本学園大学⇒大江小学校

13 対策部から
【中央区対策部から】△△避難所　被害確認の件了

解　現在の避難者の有無（人数）を報告せよ。

14 避難所から △△避難所　現在○○名避難している。

15 対策部から
【中央区対策部から】△△避難所　被害確認の件了

解、建築担当者の現地派遣を本部に要請する。

情報調整室に施設被害確認（建築チーム）の派遣

を要請

16 対策部から
【中央区対策部から】△△避難所　周辺の避難所が

受入れ可能か確認する　そのまま待機

周辺の避難所開設状況を確認

地図と開設一覧で確認する。

17 対策部から
【中央区対策部から】（　）避難所　△△避難所は開設

不可　そちらへ避難者移動可能か？
周辺避難所への受入れ可能か問い合わせ

18 避難所から （　）避難所　△△避難所の避難者　受入れ可能

19 対策部から
△△避難所　建物被害確認の件　要請済み　直ちに

担当者が向かう

20 対策部から

【中央区対策部から】△△避難所　（　）避難所が受入

れ可能

避難所を引率し（　）避難所へ移動せよ。

施設管理者は△△避難所に待機し、後続の避難者へ

の対応を依頼願う

出発の際は、中央区対策部に報告すること。

21 避難所から △△避難所　（　）避難所へ移動開始

22 対策部から
【中央区対策部から】（　）避難所へ

△△避難所の避難者移動開始の件、了解でしょう

か？

23 避難所から （　）避難所　了解です。

24 避難所から △△避難所避難者は、（　）避難所へ移動完了

安全点検

危険あり施

設
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時刻 項目 番号 送信元 シナリオ案 備考

25 避難所から
○○避難所　断水のため仮設トイレを◇◇台　手配お

願いしたい

熊本高校

慶徳小学校

壺川小学校から

26 対策部から
【中央区対策部から】○○避難所へ　仮設トイレ要請

了解

本部に仮設トイレを要請する。

情報調整室に仮設トイレ設置を要請

27 対策部から
【中央区対策部から】○○避難所へ

仮設トイレを要請済み　○○避難所に担当者を派遣

する

28 避難所から
○○避難所　複数の要介護者が避難している　福祉

避難所の開設を要請

大江小学校

砂取小学校

出水小学校から

29 対策部から

【中央区対策部から】○○避難所へ

福祉避難所の件了解。本部に要請する。

要介護者の内訳を送信すること

高齢者○名　障害者○名　乳児世帯○世帯

情報調整室に福祉避難所開設を要請

30 対策部から
【中央区対策部から】○○避難所へ

□□に福祉避難所を開設する。

本部から、そちらへ担当者を派遣するするとのこと。

付加想定③ 31 対策部から

【中央区対策部から】中央区全避難所へ

○○：○○現在の避難者数を報告せよ。

避難所安全点検チェックシートを画像で送信お願いす

る

避難所施設の写真を１枚、画像で送信お願いする

安全点検チェックシート及び施設の写真を撮影して

おいてください。対策部から送信の指示があるかも

しれません。

避難所から グループに画像送信（トーク又はアルバム）

トークでは、画像と文字を同時に送信できませんの

で、画像のみで構いません。

アルバム機能では、アルバム名に「○○避難所」と

入力できます。

付加想定①

付加想定②
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中央区対策部

中村 【○○中学校】中村

伊藤 【△△小学校】伊藤

佐藤 【□□大学】佐藤

中央区対策部

【中央区対策部から】中央区避難所担当職員へ

本日９：００熊本市に震度６強の地震発生、９：○○に中央区対策部を設置

避難所担当職員は、担当避難所に参集し、開設業務にあたること。

到着次第、到着を報告し、避難所の安全点検を実施せよ。

中村 ○○中学校：中村です。○○中学校到着　安全点検開始します。

伊藤 △△小学校：伊藤です。△△小学校到着　安全点検開始します。

佐藤 □□大学：佐藤です。学園大学到着　安全点検開始

中村
○○中学校：中村です。体育館の安全点検の結果異常なし。

避難所開設してよろしいか。

中央区対策部
【中央区対策部から】○○中学校　開設準備を行い、避難所開設せよ。

開設時にはグループに連絡すること。

中央区対策部

【中央区対策部から】中央区各避難所へ

安全点検にて異常なしの施設にあっては、受入れ準備が整い次第、順次開設せよ。なお、開設時はその旨を速やかに報

告せよ。

伊藤
△△小学校：伊藤です。体育館の安全点検異常なし。受け入れ準備完了

現時刻にて避難所開設・受入れ開始

佐藤
□□大学：佐藤です。体育館は安全点検にて危険あり　避難所開設不可

建物の被害確認を要請します。

中央区対策部
【中央区対策部から】学園大学　被害確認の件了解

現在の避難者の有無（人数）を報告せよ。

佐藤 学園大学　現在約１００名ほど避難者がおります。

中央区対策部

【中央区対策部から】学園大学へ

被害確認の件了解、担当者の現地派遣を本部に要請する。

避難者の受入れが可能な周辺避難所を確認する。

そのまま待機

中央区対策部
【中央区対策部から】○○中学校

□□大学が開設不可　避難者約100名　そちらで避難者受入れ可能か？

中村 ○○中学校　学園大学の避難者　受入れ可能です。

中央区対策部

【中央区対策部から】□□大学

○○中学校がそちらの避難者受入れ可能

避難者を引率し○○中学校に移動せよ。

なお、施設管理者は○○中学校に待機し、後続の避難者への対応を依頼願う。

佐藤 □□大学　了解です。ただ今から○○中学校へ移動します。

中村 ○○中学校　学園大学、避難者出発の件了解です。

中央区対策部 □□大学　建物被害確認の件　要請済み　直ちに担当者が向かう

中央区対策部
【中央区対策部から】中央区全避難所へ

10：00現在の避難者数を報告すること。
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（4）資料5-1 災害対策本部情報調整室運営の仕組み

『熊本市地域防災計画書（2017年度版）共通編』120頁

第 ２ 章  防災組織計画 
第３節 市の防災組織 

共通 - 114 - 

４ 災害対策本部 運営要領 

(1) 災害対策本部及び災害対策指揮室運営の仕組み 
災害対策本部情報調整室、各対策部、防災関係機関等及び災害対策本部、災害対

策指揮室の運営の仕組みを次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

全局 

各区 

国 

県 

防災関係機関 

自衛隊・警察・日赤・ライフライン等

報告・確認・回答

通知・指示照会 

情報調整室

情報班 

○災害情報の収集・分析・

評価・伝達・共有 

○災害状況の総括 

○気象の予警報 

調整班
○本部会議 

○本部長の指示・命令 

○災害応急対策の総合調整 

○避難の勧告・指示の検討 

○各対策部間の連絡調整 

○応援要請 

○自衛隊の災害派遣要請要求

庶務班 
○本部会議の開催 

○災害状況等本部会議へ報告 

○防災関係機関等の連絡調整 

○防災情報機器の管理運営 

○調整本部の庶務 

広報班
○マスコミ関係の対応 

○広報活動 

応急対策等の総合調整 

伝達 

共有 

確認 

要求 

情報の収集・分析・

評価・共有

広域応援機関状況 
・緊急消防援助隊 

・広域緊急援助隊 

・DMAT・TEC-FORCE 等

各対策部
○被災状況、災害情報

等の報告 

○対策の実施 

○連絡調整等 

・対策部内 

・情報調整室 

・各対策部間 

・関係機関・団体等

対策本部会議
○情報の共有 

○総合調整 

○方針事項の決定 

○措置事項の決定 

○対応活動等指示 
報道・広報 

・報道機関対応 

・市民広報 

 
迅速・単発的な意思決定、情報提供の場） 
①開設初動の危機事象報告 
②重要情報の適時の提供（収集・整理・分析・評価） 
③重要な意思決定（迅速・単発性）  
・避難勧告・指示等・自衛隊の災派要請・広域応援要請 

④ 市長（本部長）の指示・命令 
⑤ 対策・措置事項の適時の報告  

災害対策指揮室(5F)
重要情報等の報告 

 

意思決定判断 

 災害情報 

参集状況 

被災状況 

施設等状況 

避難所状況 

各対策部 

広
報
課 

自 警 日赤 電気 NTT ガス 



memo



memo



熊本市の震災対処実動訓練における
LINEの利用と評価について

© LINE Corporation

発行日		  2019年4月16日

発行者		  LINE株式会社　公共政策室
		  　〒160-0022 
		  　東京都新宿区新宿4-1-6 
		  　JR新宿ミライナタワー23階

共同研究		 多摩大学　情報社会学研究所   　
		  　教授・所長代理	 山内康英    　
		  　准教授		 田代光輝 
		  　客員准教授	 小松正   　
     
研究協力		 熊本市政策局　危機管理防災総室 

編集協力		 一般財団法人　情報法制研究所

装丁・デザイン	 アラサキデザインスタジオ


